
 

 

 

 

 

 

 

業務の概要及び実績 
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Ⅰ 総務課 

 

 

 

 

 

（ １ ）概要 

国の行政機関が保有する情報の公開（開示）請求手続きを定めた「行政機関の保有する情

報の公開に関する法律」（情報公開法）に基づき、開示請求に係る業務を行っています。 

 

（ ２ ）実績（平成 29年度～令和３年度） 

 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

開示請求件数 278 311 320 237 185 

開 示 件 数 280 305 315 225 183 

  ※各年度の開示請求件数及び開示件数は、当該年度において受付及び開示決定した件数 

 

 

（ １ ）概要 

個人情報の取扱いに関する事項を定めた「個人情報の保護に関する法律」（個人情報保護

法）（※）に基づき、開示請求に係る業務を行っています。 

（※令和４年３月までは「行政機関の保有する個人情報の保護に関する法律」に基づき実施。） 

 

（ ２ ）実績（平成 29年度～令和３年度） 

   Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

開示請求件数 5 11 1 1 3 

開 示 件 数 5 11 1 1 2 

  ※各年度の開示請求件数及び開示件数は、当該年度において受付及び開示決定した件数 

 

 

（ １ ）概要 

・ 社会保険庁の廃止（平成 21 年 12 月 31 日）に伴い、それまで社会保険庁が所管してい

１ 行政文書開示請求関係業務 

２ 保有個人情報開示請求関係業務 

３ 国有財産（年金特別会計）関係業務 

総務課は、東北厚生局の総務、人事給与、経理、福利厚生のほか、東北厚生局が保有する行

政文書の情報開示、保有個人情報の開示、国有財産の管理等に関する業務を行っています。 
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た年金特別会計所属の国有財産のうち、日本年金機構へ出資しなかった国有財産の一部に

ついて、地方厚生局が管理等を行うことになりました。 

・ 東北厚生局は、平成 22 年１月１日より 38件（口座）を引継ぎ、令和２年３月２日には

１件の所属換（受）があり、合計 39 件の管理、営繕、売却手続き等を行うことになりま

した。 

・ 厚生労働省本省に設置された「遊休資産売却に関する省内プロジェクトチーム（平成 22

年９月７日設置）」において、「昨今の厳しい財政状況の中、省内事業仕分け等により無

駄の削減や不要不急な事務事業の見直しを行っているが、こうした中で、厚生労働省が保

有する国有財産のうち、売却可能なものについては、極力売却することにより収入の確保

を図る」こととされています。 

・ 東北厚生局では、令和３年度末までに売却等により 31 件の管理が終了し、現在８件の

管理を行っています。 

 

（ ２ ）業務内容 

①国有財産の管理 

１）国有財産総合情報管理システムの運用 

・価格改定作業 

・毎会計年度間における国有財産増減、毎会計年度現在における現在額報告書の作成等 

・国有財産の情報公開 

２）財産の維持管理 

・防犯、看板の設置 

・環境衛生、雑草駆除 

・境界画定及び測量 

３）国有財産の貸付 

・有償貸付、無償貸付 

②国有財産の処分 

１）売り払い 

・行政財産の用途廃止手続き 

・不動産鑑定評価 

・公用、公共用取得要望の有無の確認 

・売払いに係る厚生労働大臣承認申請手続き 

・財務省東北財務局への売払処分依頼 

２）解体撤去 
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（ ３ ）実績（平成 29年度～令和３年度） 

   

項目 Ｈ29 年度 Ｈ30 年度 Ｒ元年度 Ｒ２年度 Ｒ３年度 

管理物件数 

①年度当初（物件） 

②年度末（物件） 

（増減②－①） 

 

11 

9 

△ 2 

 

9 

 8 

△ 1 

 

8 

 8 

0 

 

8 

 8 

0 

 

8 

 8 

0 

売
払
処
分
等
に
係
る
実
績
（
増
減
理
由
） 

一般競争入札の実施 

①実施回数 

②対象物件 

③落札物件 

 

1 

6 

0 

 

1 

1 

0 

 

1 

1 

0 

 

0 

0 

0 

 

1 

1 

0 

先着順売却の実施 

 ①実施回数 

 ②対象物件 

 ③申込物件 

 

1 

6 

1 

 

1 

1 

0 

 

1 

1 

0 

 

0 

0 

0 

 

0 

0 

0 

財務局による売払処

分（物件） 

（平成 24 年度より開始） 

1 1 1 0 0 

公共随意契約による

地方公共団体への売

払処分（物件） 

0 0 0 0 0 

建物の解体撤去 

（物件） 
0 0 0 1 0 

所属換 0 0 1 0 0 

そ
の
他
関
連

業
務
の
実
績 

貸付（※） 

 ①有償貸付（物件） 

 ②無償貸付（物件） 

 

2 

1 

 

1 

1 

 

0 

1 

 

1 

1 

 

1 

1 

※ ①は電柱または支線設置に係る貸付。②は市道としての貸付。 
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Ⅱ 企画調整課 

 

 

 

 

 

 

 

（１）事業計画の策定に関する業務 

東北厚生局では、毎年度、事業計画を策定し、当該計画に基づき事業を実施しており、事

業計画については定期的に幹部ヒアリングを実施し、計画の進捗確認・実績評価を行い、事

業内容の改善に努めています。企画調整課は、事業計画策定に関する庶務や、幹部ヒアリン

グの運営業務を行っています。 

 

       令和３年度事業計画ヒアリング実施実績 

 実施日 

期首 令和３年３月 19日、22日、23 日 

中間 令和３年９月 27日、28日、30 日 

期末 令和４年２月 28日、３月１日、２日 

 

（２）幹部会議の運営業務 

   東北厚生局では、局の共通の方針及び計画の策定並びに局全体に及ぶ重要事項の検討等を

行い、業務の円滑な運営を図ることを目的として、毎月、幹部会議を開催しています。企画

調整課は幹部会議事務局として、会議の運営に関する庶務を行っています。 

 

令和３年度幹部会議開催実績 

 開催日 

開催回数：11 回 
令和３年 

４月９日、５月 11 日、６月 10 日 

７月 12 日、９月９日、10 月 12 日 

11 月 10 日、12月９日 

令和４年 １月 14 日、２月 10 日、３月 10 日 

 

（３）「国民の皆様の声」の集計業務 

東北厚生局に寄せられた「国民の皆様の声」については、毎月、案件ごとに内容を集計し、

厚生労働省の担当部局に報告しています。 

 

 

 

企画調整課は、東北厚生局の所掌事務に関する総合的な企画立案及び政策の実施に関す

る総合調整、東北地方社会保険医療協議会の庶務、東日本大震災により被災した市町村の

復興支援に関すること等の業務を行っています。 

１ 総合的な企画立案及び政策の実施に関する総合調整 
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令和３年度「国民の皆様の声」報告実績 

 案件内訳（本省部局） 

本省部局への報告件数：24 件 

保 険 局 10 件 

健 康 局 ６件 

老 健 局 ３件 

年 金 局 ２件 

その他（地方課） ２件 

こ ど も 家 庭 局 １件 

 

（４）広報業務 

東北厚生局では、厚生行政への理解を深めてもらうため、様々な広報活動をしています。

企画調整課は、広報に関する運営・管理を行っています。 

 

① 東北厚生局ホームページ、SNS の管理・運用 

東北厚生局では、コンテンツマネジメントシステム（CMS）を導入し、ホームページを

作成しています。企画調整課は CMS に関する管理・運用を総括しています。 

    また、令和３年７月から公式 SNS アカウントを開始しました。SNS に関する管理につい

ても企画調整課が行っています。 

 

②東北厚生局の事業活動の広報 

    東北厚生局の事業活動等をホームページ、公式 SNS に掲載し、国民に周知しています。 

 

  令和３年度フォトレポート（ホームページ）掲載実績 

掲載日 所管課 タイトル 

令和３年７月９日 医事課 
東北大学大学院歯学研究科インターフェイス口腔健康

科学第 125 回学術フォーラム 

令和３年７月 14 日 企画調整課 第37回東北地方社会保険医療協議会が開催されました。 

令和３年10月13日 企画調整課 第38回東北地方社会保険医療協議会が開催されました。 

令和３年11月24日 医事課 令和３年度医療安全セミナー 

令和３年12月23日 企画調整課 第 39 回東北地方社会保険医療協議会を開催しました。 

令和４年２月 15 日 年金管理課 
令和３年度年金委員及び健康保険委員功労者の厚生労

働大臣表彰伝達式が行われました。 

計６回掲載 
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  令和３年度公式 Instagram 投稿実績 

投稿日 所管課 投稿内容 

令和３年７月８日 企画調整課 東北厚生局公式 SNS 開設の挨拶 

令和３年７月８日 総務課 東北厚生局における官庁訪問実施のお知らせ 

令和３年７月 20日 医事課 
東北大学大学院歯学研究科インターフェイス口腔健康

科学第 125 回学術フォーラムの様子 

令和３年９月 21日 医療課 
保険医療機関及び保険薬局に対して実施した個別指導

における主な指摘事項に係るお知らせ 

令和３年10月20日 企画調整課 マイナンバーカードの健康保険証利用に係るお知らせ 

令和３年10月29日 総務課 東北厚生局係長級職員の募集のお知らせ 

令和３年11月18日 企画調整課 令和元年度国民医療費に係るお知らせ 

令和３年11月26日 医事課 令和３年度医療安全セミナーの様子 

令和４年１月 25日 医療課 
保険診療と個別指導（歯科）第 1回厚生局（指導部門）

の業務 

令和４年２月２日 医療課 
保険診療（調剤）に係る集団指導（e ラーニング）のお

知らせ 

令和４年２月 15日 総務課 東北 OPEN ゼミ開催のお知らせ 

令和４年３月 18日 医療課 被災に伴う被保険者証の提示に係るお知らせ 

計 12 回投稿 

 

  令和３年度 YouTube 公式チャンネル投稿実績 

投稿日 所管課 タイトル 

令和４年１月 25日 医療課 
保険診療と個別指導（歯科）第 1回厚生局（指導部門）

の業務 

※限定公開は含まず                            計１回投稿 

 

③事業実績の広報 

東北厚生局の事業実績等を取りまとめ、事業年報として東北厚生局ホームページに掲載

しています。 

   

  ④業務内容等の広報 

    東北厚生局の業務内容等を紹介したパンフレットを作成しています。パンフレットは窓

口に設置するほか、国家公務員採用試験に係る一般職業務説明会において配布したり、市

町村・関係団体等へも配布しています。また、東北厚生局ホームページへも掲載していま

す。 
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  ⑤広報事業の検討 

    厚生行政に関する制度の仕組み、東北厚生局の行う業務内容、活動状況等について、わ

かりやすく、国民目線に立った広報を実施するために、東北厚生局広報委員会を設置し、

効果的な PR 方策などについて審議しています。 

    また、広報に関する審議事項について具体的な検討を行うため、広報委員会作業部会を

設置し、随時開催しています。 

 

    令和３年度広報委員会開催実績 

開催日 検討内容 

令和３年４月９日 
SNS 広報の実施（案）について 

令和３年度東北厚生局広報実施計画（案）について 

令和３年６月 10 日 
令和３年度東北厚生局パンフレットの作成方針等につい

て 

     

    令和３年度広報委員会作業部会開催実績 

開催日 検討内容 

令和３年５月 27 日 
東北厚生局パンフレットの作成について 

東北厚生局 HP フォトレポート掲載について 

令和３年11月 10日 SNS を利用した広報活動について 

令和４年２月４日 令和４年度東北厚生局広報実施計画について 

 

（５）職員研修等の企画・実施 

東北厚生局職員を対象とし、行政制度や施策について、制度の趣旨や施策の目的等を十分

に理解し、行政事務を適正に遂行できる人材を育成するため、各種研修を企画・運営し、実

施しています。 

 

   令和３年度職員研修等実施実績 

実施日 研修名 

令和３年４月 16 日 令和３年度新人医療担当者基礎研修（オープン参加） 

令和３年４月 21 日 東北厚生局業務別オリエンテーション 

令和３年５月 17 日 年金制度基礎研修 

令和３年５月 24 日 医療制度基礎研修 

令和３年７月 9 日 認知症サポーター養成講座 
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実施日 研修名 

令和３年８月 27 日 HP 及び SNS 作成基礎業務講座 

令和３年 12 月 1 日～ 

令和３年 12 月 31 日 
国家公務員倫理研修 

令和３年 12 月 1 日～ 

令和３年 12 月 31 日 
ハラスメント防止研修 

令和３年 12 月 14 日 認知症施策に関する市町村セミナー（オープン参加） 

令和３年 12 月 24 日 薬物犯罪の現状について（オープン参加） 

令和４年１月 17 日 行政対象暴力等対応者研修 

令和４年 2 月 15 日～ 

令和４年 2 月 28 日 
オフィスツール活用研修 

令和４年２月 16 日～ 

令和４年２月 28 日 
統計処理基礎研修 

令和４年３月 15 日 マインドフルネス研修 

※オープン参加：東北厚生局業務全般の知識を深めるために担当以外の業務 

研修に参加すること 

 

（６）業務・職場の改善推進 

   東北厚生局内の業務改善・職場改善を推し進めるため、職員から業務改善・職場改善に関

する意見を募集し取りまとめを行っています。提案された意見については、幹部会議に報告

し局内幹部の情報共有を図るとともに、提案の実施に向けた検討及び職員からの意見聴取を

行う場として業務・職場改善委員会を設置し、随時開催しています。 

 

令和３年度東北厚生局業務・職場改善委員会開催実績 

開催日 検討件数 

令和３年５月27日 28 件 

令和３年８月27日 12 件 

令和３年12月１日 6 件 

令和４年1月７日 6 件 

令和４年１月28日 24 件 
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（７）安否確認サービスの運用・管理 

   東北厚生局では、大規模な地震が発生した際に、職員及びその家族の安否等を確認する自

動メール配信サービスを導入しています。企画調整課では、職員情報の登録状況確認や安否

確認メールの配信・回答訓練等、当該サービスに係る運用・管理を行っています。 

 

 

 

（１）概要 

東北地方社会保険医療協議会（以下「協議会」という。）は、社会保険医療協議会法第１

条第２項に基づき東北厚生局に設置された機関です。協議会委員は20名で構成され、主に保

険医療機関・保険薬局の指定及び指定の取消並びに保険医及び保険薬剤師の登録の取消につ

いて審議しています。企画調整課は協議会事務局として、会議の運営に関する庶務を行って

います。 

   ※保険医療機関及び保険薬局の指定は各県事務所に設置する部会において審議していま

す。 

 

（２）協議会の開催 

協議会事務局として、協議会委員等との日程調整や資料作成、会場設営等を行い、随時、

協議会を開催しています。 
 
令和３年度東北地方社会保険医療協議会開催実績 

開催日 議題 

令和３年７月13日 
１. 部会に属すべき委員及び臨時委員の指名について 

２. 元保険医療機関の指定の取消相当について 

令和３年10月12日 
１. 東北地方社会保険医療協議会会長の選任について 

２. 部会に属すべき委員及び臨時委員の指名について 

令和３年12月21日 

１． 保険医療機関の指定の取消について 

２． 保険医の登録の取消について 

３． 元保険薬局の指定の取消相当について 

 

（３）協議会委員の委嘱・解嘱について 

協議会事務局である企画調整課では、協議会委員の委嘱・解嘱に関する業務を行ってい

ます。社会保険医療協議会法第４条第１項に基づく任期満了による委員の交替、任期途中

の退任による委員の交替について、指導監査課及び各県事務所並びに厚生労働本省と連

絡・調整し、委嘱・解嘱の手続きを行っています。 

 

 

 

 

２ 東北地方社会保険医療協議会の庶務 
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令和３年度協議会委員の委嘱状交付実績 

委員交替事由 委嘱状交付人数 

任期満了 委員 10 名、臨時委員 15名（再任含む） 

任期途中の退任 委員３名、臨時委員２名 

 

 

 

（１）復興支援業務について 

東日本大震災被災市町村の復興を支援するため、企画調整課内に復興支援室を設置し、以

下の業務を行っています。 

① 被災自治体の視察による被災地の取組状況・課題等の把握 

② 被災者の心のケア支援事業の取組状況・課題等の把握 

③ 行政機関等の復興支援に係る取組状況の把握及び連携促進 
④ 東北厚生局復興支援本部報告会の開催及び厚生労働本省への報告 

⑤ 被災地マップの更新 

 

①被災自治体の訪問による被災地の取組状況・課題等の把握 

被災自治体を訪問し、自治体や関係機関との意見交換をとおして、復興への取組状況や課

題等について把握し、厚生労働本省への情報提供を行っています。 

 

②被災者の心のケア支援事業の取組状況・課題等の把握 

   被災者の心のケア支援事業の取組状況や課題等を把握するため、①の被災地視察のほか、

心のケアセンターが主催する会議への出席や、心のケアセンターとの意見交換を行っていま

す。 

 

令和３年度心のケアに関する各種会議等への出席実績 

開催日 会議名等 

令和３年５月26日 みやぎ心のケアセンターとの意見交換 

令和３年10月14日 ふくしま心のケアセンター関係者連携会議 

令和３年10月14日 
ふくしま心のケアセンター設立 10周年企画「ふくしま心のケア

フォーラム」 

令和３年12月20日 令和３年度心のケアセンター連携強化会議 

令和３年４月～ 

令和４年３月 
ふくしま心のケアセンター月例会議 

 

 

 

３ 東日本大震災に係る復興支援 
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③行政機関等の復興支援に係る取組状況の把握及び連携促進 

①や②のほか、行政機関等の復興支援に係る取組状況の把握や行政機関等との連携を図る

ため、厚生労働本省との意見交換会の開催、復興庁（復興局）が主催する会議に出席し、意

見交換を行っています。 

 

   令和３年度復興・災害対策等に係る各種会議への出席実績 

開催日 会議名等 

令和３年８月26日 厚生労働省大臣官房総務課との意見交換会 

令和４年１月13日 復興に関する東北管区行政機関意見交換会 

 

④東北厚生局復興支援本部報告会の開催及び厚生労働本省への報告 

復興支援本部内で情報共有を図るため、定期的に復興支援本部報告会を開催し、被災地視

察や会議等で収集した資料やヒアリング内容について報告しています。 

 

令和３年度東北厚生局復興支援本部報告会開催実績 

開催日 報告内容 

令和３年６月10日 
復興支援事業等の取組状況について 

福祉事業復興支援調整について（災害査定の実施状況等） 

令和３年９月９日 
厚生労働本省との意見交換について 

福祉事業復興支援調整について（災害査定の実施状況等） 

令和３年12月９日 
令和３年度ふくしま心のケアセンター関係者連携会議について 

東日本大震災の被災自治体との意見交換等について 

令和４年３月10日 
復興支援事業に関する地域包括的支援構築施策分析官について 

福祉事業復興支援調整について（災害査定の実施状況等） 

 

⑤被災地マップの更新 

   被災市町村の基礎データ（人口等）や被災施設の復旧状況、視察実績等を反映した被災地

マップを作成し、定期的に更新しています。 
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Ⅲ 年金管理課  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
（１）概要 
   日本年金機構が滞納処分や財産調査を行う場合は、厚生年金保険法等により、事前に厚生労

働大臣の認可を受けなければならないと定められています（認可の権限は、厚生労働省令によ

り地方厚生局長に委任）。 
   このため東北厚生局では、日本年金機構本部または管内年金事務所から提出される滞納処分

等の認可申請について、認可処理要領（令和２年６月２日付年管発 0602 第２号厚生労働省大

臣官房年金管理審議官「民法の一部を改正する法律等の施行に伴う事務取扱要領の改正につい

て」）に基づき、内容を審査し認可を実施しています。 
 
（２）実績 

令和３年４月から令和４年３月までの認可申請状況（詳細は参考資料１(１)参照） 
区 分 申請件数（注２） 認可件数（注２） 

厚生年金保険（注１） 119,926 件 119,926 件 

国 民 年 金    126 件    126 件 

計 120,052 件 120,052 件 

（注１）厚生年金保険は船員保険及び基金分を含む。 

（注２）申請件数及び認可件数は、厚生年金保険については事業所数、国民年金については被保険者数を記載。 

 
平成 29 年度から令和３年度までの認可状況 

区 分 
厚生年金保険（注１） 国 民 年 金 

申請件数（注２） 認可件数（注２）  申請件数（注２） 認可件数（注２） 
平成 29 年度 107,109 件 107,109 件 3,487 件 3,487 件 

平成 30 年度 109,851 件 109,851 件 3,506 件 3,506 件 

令和元年度 106,057 件 106,057 件 3,189 件 3,189 件 

令和２年度 73,897 件 73,897 件 135 件 135 件 

令和３年度 119,926 件 119,926 件 126 件 126 件 

（注１）厚生年金保険は船員保険及び基金分を含む。 
（注２）申請件数及び認可件数は、厚生年金保険については事業所数、国民年金については被保険者数を記載。 

年金管理課は、日本年金機構に対する各種認可に関する業務（滞納処分等、徴収・収納職

員、厚生年金保険料等の納付の猶予、立入検査等）、社会保険労務士に関する業務（社会保険

諸法令に関するもの）、年金委員の委嘱・解嘱及び大臣表彰に関する業務、市町村に交付する

国民年金事務費交付金等に係る審査業務、学生納付特例事務法人の指定等に関する業務、保

険料納付確認団体の指定等に関する業務を担当しています。 

１ 日本年金機構が行う滞納処分等の認可に関する業務 
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（注）厚生年金保険は船員保険を含む。 
（注）認可件数については事業所数を記載。 

 

（注）国民年金については被保険者数を記載。 

 
 
 

（１）概要 

日本年金機構が滞納処分等を実施した場合は、地方厚生局に対し、その実施結果を報告しな

ければならないと定められています。このため、東北厚生局では日本年金機構本部から滞納処

分等の実施結果を実施月の翌月末までに報告を受け、滞納処分等を執行した事案は認可を受け

たものか、認可前の滞納処分等を実施していないか等を確認しています。 

 

（２）実績 

   滞納処分等の実施結果（詳細は参考資料１(２）参照） 

令和３年４月から令和４年３月までの実施件数 

区  分   実施件数（注２） 

厚 生 年 金 保 険  4,391件 

国 民 年 金  192件 

計 4,583件 

（注１）厚生年金保険は船員保険を含む。 

（注２）実施件数は、厚生年金保険については事業所数、国民年金については被保険者数を記載。 
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２ 日本年金機構が行った滞納処分等の実施結果報告の確認 

（注１） 
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平成 29 年度から令和３年度までの実施状況 

報告分 
実施件数（注２） 

厚生年金保険（注１） 国 民 年 金 

平成 29 年度 8,402 件 2,758 件 

平成 30 年度 7,819 件 2,773 件 

令和元年度 6,630 件 2,810 件 

令和２年度 6,041 件 212 件 

令和３年度 4,391 件 192 件 

（注１）厚生年金保険は船員保険を含む。 

（注２）実施件数は、厚生年金保険については事業所数、国民年金については被保険者数を記載。 

 

 
（注）厚生年金保険は船員保険を含む。 
（注）認可件数については事業所数を記載。 
 

 

（注）国民年金については被保険者数を記載。 
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（１）概要 

日本年金機構が事業所等に対して立入検査等を行うにあたっては、事前に厚生労働大臣の認

可を受けなければならないと定められています（認可の権限は、厚生労働省令により地方厚生

局長に委任）。 

 このため東北厚生局では、日本年金機構東北地域部から提出される厚生年金保険の未適用事

業所及び適用事業所に対する立入検査等の実施の認可申請について、認可処理要領（令和２年

６月２日付年管発 0602 第２号厚生労働省大臣官房年金管理審議官「民法の一部を改正する法

律等の施行に伴う事務取扱要領の改正について」）に基づき内容を審査し、認可業務を実施して

います。 

また、受給権者や被保険者に関する調査を日本年金機構の職員が行う場合も、立入検査等と

同様に事前に厚生労働大臣の認可を受けなければならないと定められています（認可の権限は、

厚生労働省令により地方厚生局長に委任）。  

このため東北厚生局では日本年金機構東北地域部から提出される、受給権者及び被保険者に

関する調査の実施の認可申請について、認可処理要領（令和２年６月２日付年管発 0602 第２

号厚生労働省大臣官房年金管理審議官「民法の一部を改正する法律等の施行に伴う事務取扱要

領の改正について」）に基づき内容を審査し、認可業務を実施しています。 

 

（２）実績 

令和３年４月から令和４年３月までの認可申請状況（詳細は参考資料１(３）参照） 

申 請 事 由 申請件数 認可件数 

立 入 検 査 等 43,890 件 43,890 件 

受給権者等に関する調査等    1 件    1 件 

計 43,891 件 43,891 件 

（注）申請件数及び認可件数は、立入検査等については事業所数、受給権者等に関する調査等については受給権者数及び

被保険者数を記載。 

 

平成 29 年度から令和３年度までの認可状況 

区 分 
立 入 検 査 等 受給権者等に関する調査等 

申請件数 認可件数 申請件数 認可件数 

平成 29 年度 39,498 件 39,498 件  2 件  2 件 

平成 30 年度 33,837 件 33,837 件  1 件  1 件 

令和元年度 36,154 件 36,154 件  0 件  0 件 

令和２年度 36,012 件 36,012 件  3 件  3 件 

令和３年度 43,890 件 43,890 件  1 件  1 件 

（注）申請件数及び認可件数は、立入検査等については事業所数、受給権者等に関する調査等については受給権者数及び

被保険者数を記載。 

３ 日本年金機構が行う立入検査等の実施及び受給権者等調査に係る認可に関する業務 
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（注）認可件数は、立入検査等及び受給権者等に関する調査等の合計を記載。 

 

 

 

（１）概要 

日本年金機構は認可を受けた立入検査等に係る調査結果について、地方厚生局に対し、報告

しなければならないと定められています。このため、東北厚生局では、日本年金機構東北地域

部から提出される調査結果報告について、認可有効期限内に立入検査等を実施しているか、認

可申請時とは異なる理由で調査を実施していないか等を確認しています。 

 

（２）実績 

   立入検査等（受給権者及び被保険者等を含む）に係る調査結果 

（詳細は参考資料１(４）参照） 

 

   令和３年４月から令和４年３月までの報告件数 

認 可 事 由 報告件数 

立 入 検 査 等 37,817 件 

受給権者等に関する調査等  3 件 

計 37,820 件 

（注）報告件数は、立入検査等については事業所数、受給権者等に関する調査等については受給権者及び被保険者数を記載。 

 

 

      平成 29 年度から令和３年度までの報告件数 

報 告 分 
報 告 件 数 

立入検査等 受給権者等 

平成 29 年度 49,565 件 12 件 

平成 30 年度 39,641 件 2 件 

令和元年度 31,241 件 1 件 

令和２年度 36,363 件 0 件 

令和３年度 37,817 件 3 件 

（注）報告件数は、立入検査等については事業所数、受給権者等に関する調査等については受給権者及び被保険者数を記載。 
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４ 日本年金機構が行った立入検査等（受給権者及び被保険者等を含む）に係る調査結果報告の確認 
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（注）報告件数は、立入検査等及び受給権者等に関する調査等の合計。 

 
 
 

（１）概要 

   厚生年金保険法等において準用する国税通則法第 46 条に定める規定により、保険料の納付

が困難な場合には、一定の要件に該当した上で事業主が申請することにより納付を猶予するこ

とができます。 

   国税通則法に定める猶予は次の３種類であり、それぞれ１年以内の範囲で納付の猶予を許可

するものです。 

  １．事業主が震災、風水害、落雷、火災、その他これらに類する災害によりその財産につき

相当な損失を受けた場合において認められる納付の猶予（国税通則法第 46 条第１項） 

  ２．事業主が災害もしくは病気にかかり、または事業の廃止等の事実がある場合などにおい

て納付すべき保険料を一時に納付できないときに認められる納付の猶予（国税通則法第 46

条第２項） 

  ３．事業主が届出を遅延した場合において、その一定の保険料を一時に納付することができ

ない理由があるときに認められる納付の猶予（国税通則法第 46 条第３項） 

     納付の猶予申請および許可等の通知は日本年金機構を経由して行われます。東北厚生局では、

厚生年金保険料等の納付の猶予取扱要領（令和２年６月２日付年管発 0602 第２号｢民法の一部

を改正する法律等の施行に伴う事務取扱要領の改正について｣）に基づき内容を審査し許可業

務を実施しています。 

 

（２）実績 

   令和３年４月から令和４年３月の許可等状況 

猶予の種類 申請件数  許可件数  不許可件数 合計 

災害による納付の猶予  0 件 0 件 0 件 0 件 

通常の納付の猶予  1 件 1 件 0 件 1 件 

届出が遅延したことに

よる納付の猶予 
0 件 0 件 0 件 0 件 

（注）厚生年金保険料等の納付の猶予は、平成 24 年 11 月に厚生労働省年金局より地方厚生（支）局へ移管された業務である。 

なお、東北厚生局における平成 24 年 11 月～令和３年３月の申請件数は合計 40 件で、その内、許可 26 件、不許可 14 件 

となっている。 
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５ 厚生年金保険料等の納付の猶予申請関係業務 
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（１）概要 

日本年金機構が行う滞納処分等は、日本年金機構の「徴収職員」が行うこととされ、また、

収納事務は、日本年金機構の「収納職員」が行うことと定められています。 

これら「徴収職員」及び「収納職員」については、日本年金機構理事長が任命することにな

りますが、その任命に当たっては、厚生労働大臣の認可を受けなければならないと定められて

います（認可の権限は、厚生労働省令により地方厚生局長に委任）。 

  このため東北厚生局では、日本年金機構本部から提出される「徴収職員」及び「収納職員」

の認可申請について、認可処理要領（令和２年６月２日付年管発 0602 第２号厚生労働省大臣

官房年金管理審議官「民法の一部を改正する法律等の施行に伴う事務取扱要領の改正につい

て」）に基づき内容を審査し認可業務を実施しています。 

 

（２）実績 

   令和３年４月から令和４年３月までの認可状況 

区 分 申請件数 認可件数 

徴収職員（注１） 62 件 62 件 

収納職員（注２） 58 件 58 件 

           （注１）徴収職員は、滞納処分を行うことができる者。 
（注２）収納職員は、収納事務を行うことができる者。 

 

平成 29 年度から令和３年度までの認可状況 

区 分 
徴 収 職 員 収 納 職 員 

申請人数 認可人数 申請人数 認可人数 

平成 29 年度 82 人 82 人 77 人 77 人 

平成 30 年度 82 人 82 人 74 人 74 人 

令和元年度 75 人 75 人 66 人 66 人 

令和２年度 75 人 75 人 62 人 62 人 

令和３年度 62 人 62 人 58 人 58 人 

 

 

 

（１）概要 

厚生労働大臣が所掌する社会保険労務士法に関する業務のうち、社会保険諸法令に関するも

のは地方厚生局長に委任されており、その業務は次のとおりです。（労働諸法令に関するもの

等は、都道府県労働局長に委任されています。） 

① 開業社会保険労務士又は社会保険労務士法人に対する業務報告の徴収及び立入検査 

② 社会保険労務士が社会保険労務士法等に違反した場合の社会保険労務士会からの通知の 

受理 

③ 社会保険労務士会の総会決議の取消及び役員の解任の命令 

④ 社会保険労務士会に対する報告徴収、勧告及び調査 

６ 日本年金機構の徴収職員・収納職員の認可に関する業務 

７ 社会保険労務士に関する業務 
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⑤ 社会保険労務士会が社会保険労務士に対して注意勧告を行った場合の報告 

⑥ 社会保険労務士に不正があった場合の懲戒処分に係る聴聞 

⑦ 全国社会保険労務士会が実施している社会保険労務士試験への協力 

  

（２）実績 

令和３年度における事案はありません。（県別会員数は参考資料１(５）参照） 

   

 

 

（１）概要 

年金委員は日本年金機構法に基づき、厚生年金保険の適用事業所の事業主の推薦（以下、「職

域型」という。）または市町村長等の推薦（以下、「地域型」という。）によって、厚生労働大臣

が委嘱します。 

地方厚生局は、日本年金機構地域代表年金事務所（仙台東年金事務所）から提出される年金

委員の委嘱等に関する手続、委員名簿の管理や日本年金機構地域代表年金事務所（仙台東年金

事務所）への指示・伝達等の業務を実施しています。 

 

（２）実績 

    東北管内の年金委員数(令和４年３月 31日現在)（県別委員数は参考資料１(６）参照）  

 

   
平成 29 年度から令和３年度までの年金委員数の推移  

区 分 職域型 地域型 計 
平成 29 年度 11,915 人 647 人 12,562 人 

平成 30 年度 11,953 人 538 人 12,491 人 

令和元年度 12,041 人 541 人 12,582 人 

令和２年度 12,041 人 594 人 12,635 人 

令和３年度 12,857 人 705 人 13,562 人 

 

区  分 年金委員数 

職  域  型 12,857 人 

地  域  型 705 人 

計 13,562 人 

８ 年金委員の委嘱・解嘱に関する業務 
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（１）概要 

学生納付特例事務法人は、大学や専門学校等が学生・生徒である国民年金第１号被保険者の

委託を受けて、保険料の学生納付特例申請に関する事務を代行するもので、厚生労働大臣の指

定等が必要です。 

地方厚生局は、学生納付特例事務法人の指定の決定、教育施設の確認、取消等の業務を実施

しています。 

 

（２）実績 

   令和３年度は、５法人の指定を行っています。 

 

（３）東北管内の学生納付特例事務取扱教育施設数及び学生納付特例事務法人数 

（詳細は参考資料１（８）参照） 

(令和４年３月 31 日現在) 

指定・確認学校数 教育施設 事務法人 合計 

施設・法人数 12 施設 46 法人 58 施設・法人 

学 校 数 12 校 63 校 75 校 

 

 
 
（１）概要 

保険料納付確認団体は、同種同業者の団体が厚生労働大臣の指定を受け、この団体を通して、

会員である国民年金第１号被保険者が、自分の保険料納付状況を定期的に確認する仕組みです。 

地方厚生局は、団体の指定のほか、不適切な事務処理があった場合の改善命令や指定の取り

消し等の業務を実施しています。 

 

（２）実績 

令和３年度は、新たに指定等を行った団体はありません。 

 

11,000 11,500 12,000 12,500 13,000

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

職域型年金委員

0 500 1,000

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和２年度

令和３年度

地域型年金委員

９ 学生納付特例事務法人の指定等に関する業務 

10 保険料納付確認団体の指定等に関する業務 
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（３）東北管内の保険料納付確認団体数(令和４年３月 31日現在) 

３団体（詳細は参考資料１（９）参照） 

 

 

 

（１）概要 

   市町村が行う基礎年金、老齢福祉年金及び特別障害給付金に係る事務は、法律によって市町

村が実施するものと定められている事務（以下「法定受託事務」という。）と、法律に定めがな

いものの公的年金制度の円滑な実施のために厚生労働省、日本年金機構及び市町村が協力して

実施する事務（以下「協力・連携事務」という。）に分けられます。 

   国民年金事務費交付金等は、これらの事務に要した費用を市町村へ交付するものであり、市

町村から、地方厚生局を経由して厚生労働大臣に交付申請することとされています。 

 

（２）実績 

令和３年度の交付状況（県別一覧は参考資料１（10）参照） 

①法定受託事務（基礎年金・福祉年金・特別障害給付金）  

市町村数 交付決定額 
内     訳 

概算交付額 精算交付額 

227 17 億 6,026 万円 9 億 2,860 万円 8 億 3,166 万円 

（注） 金額は令和４年３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 

（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 

 

②協力・連携事務 

市町村数 交付決定額 
内     訳 

概算交付額 精算交付額 

227 2 億 6,245 万円 8,238 万円 1 億 8,007 万円 

（注） 金額は令和４年３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 

（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 

 

平成 29 年度から令和３年度までの交付状況 

   ①法定受託事務（基礎年金・福祉年金・特別障害給付金） 

区  分 市町村数 交付決定額 
内     訳 

概算交付額 精算交付額 

平成 29 年度 227 14 億 7,277 万円 9 億 1,928 万円 5 億 5,348 万円 

平成 30 年度 227 14 億 2,314 万円 8 億 5,410 万円 5 億 6,903 万円 

令和元年度 227 13 億 662 万円 7 億 9,920 万円 5 億 742 万円 

令和２年度 227 17 億 5,919 万円 7 億 6,009 万円 9 億 9,909 万円 

令和３年度 227 17 億 6,026 万円 9 億 2,860 万円 8 億 3,166 万円 

（注） 金額は各年度３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 
（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 

 

11 国民年金事務費交付金等に関する業務 
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12 13 14 15 16 17 18 19

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度
億円

法定受託事務交付決定額

0 1 2 3 4 5

平成29年度

平成30年度

令和元年度

令和2年度

令和3年度
億円

協力・連携事務交付決定額

②協力・連携事務 

区  分 市町村数 交付決定額 
内     訳 

概算交付額 精算交付額 

平成 29 年度 227 4 億 6,213 万円 1 億 266 万円 3 億 5,947 万円 

平成 30 年度 227 3 億 6,950 万円 9,194 万円 2 億 7,756 万円 

令和元年度 227 2 億 243 万円 7,730 万円 1 億 2,512 万円 

令和２年度 227 2 億 4,734 万円 9,177 万円 1 億 5,557 万円 

令和３年度 227 2 億 6,245 万円 8,238 万円 1 億 8,007 万円 

（注） 金額は各年度３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 
（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 

 

   

 

  

 

 

    

 

   

 

 

      

   

 

 

 

 

（１）概要 

年金生活者支援給付金は、消費税率引き上げ分を活用し、公的年金等の収入金額やその他の

所得が一定基準額以下の方に、生活の支援を図ることを目的として、福祉的な給付措置として

年金に上乗せして支給するものです。 

平成 24年 11 月 26 日に法律が公布され、令和元年 10 月１日に施行されました。 

市町村が行う年金生活者支援給付金に係る事務は、国民年金事務費交付金等の場合と同様に、

法定受託事務と、協力・連携事務に分けられます。 

年金生活者支援給付金支給業務市町村事務取扱交付金は、これらの事務に要した費用を市町

村へ交付するものであり、市町村から、地方厚生局を経由して厚生労働大臣に交付申請するこ

ととされています。 

 

 

 

 

12 年金生活者支援給付金に関する業務 
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（２）実績 

令和３年度の交付状況（県別一覧は参考資料１（11）参照） 

区  分 市町村数 交付決定額 
内     訳 

法定受託事務 協力・連携事務 特別事情分 

令和３年度 227 5,581 万円 3,421 万円 395 万円 1,764 万円 

（注） 金額は令和４年３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 

（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 

 

令和元年度から令和３年度までの交付状況 

区  分 市町村数 交付決定額 
内     訳 

法定受託事務 協力・連携事務 特別事情分 

令和元年度 226 7,532 万円 1,329 万円 4,025 万円 2,177 万円 

令和２年度 227 6,413 万円 3,809 万円 529 万円 2,074 万円 

令和３年度 227 5,581 万円 3,421 万円 395 万円 1,764 万円 

（注） 金額は各年度３月 31 日現在の数値。 

（注） 金額は一万円未満を切り捨てた数値。 

（注） 金額について一万円未満を切り捨てていることから計が不一致。 
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交付決定額
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Ⅳ 年金審査課 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１） 概要 

 

１ 年金記録の訂正請求に関する業務 

年金審査課は、平成 26 年６月の法律改正により、年金記録の訂正請求に関する業務が、

総務省（年金記録確認第三者委員会）から厚生労働省に移管されたことに伴い、平成 27 年

４月に設置され、厚生年金保険及び国民年金の被保険者等に関する年金記録の訂正の請求

に関する業務並びに東北地方年金記録訂正審議会の庶務に関する業務を行っています。 
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（２）実績 

年金記録訂正請求書の受付・処理状況 

 

① 受付件数の推移 
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4,500 年金事務所受付 ※１

年金審査課処理分

（第三者委員会）※２

※１：平成 19 年度から平成 21 年度までは社会保険事務所での受付。 

※２：平成 19 年度から平成 26 年度までは総務省年金記録確認東北地方第三者委員会での処理。 
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② 処理件数の推移 

   

 

 

 

 

 

（１）概要 

東北地方年金記録訂正審議会は厚生労働省組織令第 153 条の２第１項に基づき東北厚生

局に設置された機関です。審議会における会議は、審議会の運営等に関する重要事項を審議

する「総会」と個別の訂正請求事案の調査審議にあたる「部会」があります。 

地方年金記録訂正審議会規則第３条に基づき任命された有識者の審議会委員が２つの部

会を構成し、中立的な立場で年金記録の訂正の可否を審議しており、年金審査課は審議会の

庶務を行っています。 

２ 東北地方年金記録訂正審議会の庶務 

総務省年金記録確認東北地方第三者委員会 東北厚生局年金審査課 
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1,319 
2,043 

1,378 
949 

317 331 239 
44 58 34 17 33 50 50 

321 

2,897 1,617 

1,762 

1,041 

305 247 191 
104 66 59 34 42 42 19 

628 

4,360 

3,807 

3,230 

2,042 

642 588 474 
178 156 115 68 86 101 84 0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

5,000

取下等

不訂正

訂正

処理件

数

○令和３年度処理状況 

-34-



（２）実績 

① 総会 

東北地方年金記録訂正審議会の第７回総会は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏ま

えて、令和３年４月15日から同月16日までに書面の送付により実施しました。 

 

 

 

 

 

 

 

② 部会 

東北地方年金記録訂正審議会運営規則第２条に基づき招集された２つの部会で年金記 

録の訂正の可否を審議し、東北地方年金記録訂正審議会会長から東北厚生局長に答申さ 

れました。令和３年度の各部会の開催回数及び審議件数は、以下のとおりです。 

 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

議 題 

１．東北地方年金記録訂正審議会の「会長代行」、「部会に属すべき委員」 

及び「部会長」の指名について（報告） 

２．令和２年度年金記録訂正請求の受付・処理状況等について（報告） 

３．その他 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

第１部会 17 15 16 13 14 19 15 

第２部会 15 15 13 15 17 20 13 

第３部会 17 12 14 11    

第４部会 ９ 10 12     

合  計 58 52 55 39 31 39 28 

 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

第１部会 49 44 26 21 26 40 34 

第２部会 38 33 20 16 49 52 35 

第３部会 40 27 27 14    

第４部会 21 20 20     

合  計 148 124 93 51 75 92 69 
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 Ⅴ 健康福祉課 

 

 

 

 

 

 

（１）概要 

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律第114号）にお 

いて、生物テロに使用される恐れのある病原体及び毒素（以下病原体等）については、病原 

性や国民への生命及び健康に与える影響等に応じて一種から四種に分類され、病原体等の所 

持等に係る基準を設けています。 

東北厚生局では、管内の三種病原体等の所持者からの届出業務及び三種病原体等所持施設

への立入検査による基準の遵守状況の確認業務を行っています。 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 

 

 

 

 

（１）概要 

児童扶養手当法（昭和36年法律第238号）に基づく児童扶養手当は、父又は母と生計を同じ

くしていない児童が育成される家庭の生活の安定と自立を促進するため設けられた制度で

あり、児童扶養手当支給事務は、都道府県及び市区町村が行っています。 

東北厚生局では、管内の都道府県及び市町村に対し、児童扶養手当制度の円滑な実施を図

ることを目的に、児童扶養手当支給事務に関する指導（技術的助言）を行っています。 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

三種病原体等所持届

出書の受理 
0 0 0 0 0 

三種病原体等所持届

出変更届出書の受理 
3 1 1 0 0 

三種病原体等輸入届

出書の受理 
0 0 0 0 0 

三種病原体等所持施

設への立入検査 
2 1 2 1 1 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

指導自治体数 12 8 6 6 11 

健康福祉課は、地域の皆様が安心して暮らすための健康福祉サービスが提供されるよう、

補助金の交付等を通じて生活環境や社会福祉基盤の整備に取り組んでいます。 

また、栄養士、介護福祉士等の資格取得を目指す方を養成する施設の指定及び指導監督業

務を行っています。 

１ 感染症法に基づく病原体等の管理等に関する業務 

２ 児童扶養手当支給事務に関する都道府県及び市町村の指導（技術的助言）に関する業務 
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（１）概要 

民生委員は、民生委員法（昭和23年法律第198号）の規定により、都道府県知事（指定都市、

中核市の長を含む）の推薦によって厚生労働大臣が委嘱し、福祉事務所等関係行政機関に対

する協力事務等を行っている民間の奉仕者です。住民の福祉の増進に努めることを任務とし、

要保護者の保護指導、地域住民の生活状況の把握、福祉施設の業務への協力などを行ってい

ます。 

児童委員は、児童福祉法（昭和22年法律第164号）の規定により民生委員をもって充てられ

ています。児童及び妊産婦の福祉の増進に努めることを任務とし、児童および妊産婦の保護・

保健などに関する援助・指導を行い、児童福祉司や社会福祉主事の行う職務への協力などを

行っています。 

また、主任児童委員は、児童委員のうちから厚生労働大臣によって指名され、児童委員の

職務について関係機関と児童委員との連絡調整並びに児童委員の活動に対する援助及び協

力を行っています。 

東北厚生局では、管内の民生委員・児童委員の委嘱及び解嘱、主任児童委員の指名並びに

表彰に関する業務を行っています。 

 

（２）実績                                （単位：件） 

 

（３）民生委員・児童委員委嘱者数〔令和４年３月31日現在〕           （単位：人） 

県・市名 
委 嘱 者 数 

県・市名 
委 嘱 者 数 

 うち主任児童委員  うち主任児童委員 

青森県 2,149 177 八戸市 500 42 

岩手県 3,073 294 盛岡市 580 56 

宮城県 2,974 232 秋田市 682 74 

秋田県 2,600 244 山形市 484 59 

山形県 2,370 217 福島市 587 51 

福島県 2,915 280 郡山市 607 68 

仙台市 1,539 130 いわき市 652 66 

青森市 622 64 合計 22,334 2,054 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

民生委員児童委員委嘱 442 408 20,350 470 308 

民生委員児童委員解嘱 352 390 270 345 314 

主任児童委員指名 47 44 2,050 45 35 

主任児童委員指名解除 31 42 17 30 25 

感謝状の授与 148 155 4,898 139 118 

厚生労働大臣表彰個人 34 31 35 35 32 

厚生労働大臣表彰団体 4 4 4 4 4 

厚生労働大臣特別表彰 23 20 679 23 29 

３ 民生委員・児童委員の委嘱・解嘱及び主任児童委員の指名並びに表彰に関する業務 
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（１）概要 

生活保護法（昭和25年法律第144号）の施行事務監査（医療扶助の適正化）は、都道府県、

指定都市及び中核市に対して、①自立支援医療の適用状況に関すること、②頻回受診者に対

する適正受診の指導に関すること、③向精神薬重複処方の改善状況に関すること、④指定医

療機関に対する指導等の実施状況に関することを中心に実施しています。 

東北厚生局では、管内の県、指定都市及び中核市に対し指導監査を行っています。 

 

（２）実績 

令和３年度は、東北管内５県、１指定都市及び７中核市に対し、指導監査を実施しました。 

 

 

 

 

 

（１）概要  

生活保護法に基づく指定医療機関に対する指導業務を実施しています。また、生活保護の

医療扶助運営要領に基づき、国（地方厚生局）と地方自治体による共同指導を実施していま

す。 

東北厚生局では、管内の生活保護法に規定する指定医療機関に対し、国（地方厚生局）と

地方自治体による共同指導を実施しています。 

 

（２）実績 

令和３年度の共同指導は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ中止となりました。 

 

 

 

 

 

（１）概要 

日常生活の需要を満たすための生活扶助をはじめとする居宅保護や、身体上又は精神上著

しい障害があるため、日常生活を営むことが困難な要保護者を入所させて生活扶助を行うこ

とを目的とした救護施設をはじめとする保護施設に対する指導監査は、生活保護法の規定に

基づき、保護施設の適正な運営の確保を図ることを目的として行っています。 

東北厚生局では、管内の県、指定都市又は中核市が設置した保護施設に対し、概ね４年に

１回実地による監査を実施しています。 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

（※令和４年３月末現在、東北厚生局管内に指導監査の対象となる保護施設はありません。） 

 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

保護施設に対する

指導監査 
1 0 1 0 0 

４ 生活保護の医療扶助の適正実施に関する指導監査に関する業務 

６ 保護施設に対する指導監査に関する業務 

５ 生活保護法指定医療機関に対する指導に関する業務 
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（１）概要 

生活保護法に基づく医療扶助のための医療を担当する機関又は介護扶助のための介護を

担当する機関は、病院、診療所、薬局、介護施設等の開設者からの申請により指定していま

す。 

東北厚生局では、管内に所在する国が開設した医療機関及び介護機関に係る指定、指定更

新、指定の取消、及び廃止・辞退、変更届の受理に関する業務を行っています。 

（「生活保護指定医療機関一覧（東北厚生局管内で国が開設するもの）」は参考資料２（１－１）、 

「生活保護指定介護機関一覧（東北厚生局管内で国が開設するもの）」は参考資料２(１－２)参照） 

 

（２）実績                                 （単位：件） 

 

 

 

 

 

東北厚生局では、次の専門職種に就くための資格又は受験資格等を得るための管内の養成

施設等について、申請に基づく指定の事務、変更の承認等の事務を行うとともに、指定基準

に係る関係法令等の遵守状況を実地で確認する指導調査をはじめ、養成施設等に対する監督

等の業務を行っています。 

（「東北厚生局の所管する養成施設等一覧」は参考資料２（２）参照） 

  

（１）あん摩マッサージ指圧師はり師きゅう師養成施設 

① 資格の概要 

あん摩マッサージ指圧師、はり師及びきゅう師とは、あん摩マッサージ指圧師、はり師

及びきゅう師等に関する法律（昭和 22 年法律第 217 号）に基づく資格であり、医師以外の

者で、あん摩、マッサージ若しくは指圧、はり又はきゅうを業とする者のことです。 

  

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

指定申請 0 0 2 2 1 

指定更新 21 0 0 0 3 

変更、廃止等届出

の受理 
3 9 10 5 5 

辞退の申出の受

理 
0 0 0 0 0 

指定の取消 0 0 0 0 0 

７ 生活保護法に基づく指定医療機関・指定介護機関の指定、監督等に関する業務 

８ 各種養成施設の指定及び監督等に関する業務 
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② 実績                                 （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規認定 0 0 0 0 0 

変更承認 1 0 0 0 0 

変更届出 0 1 0 0 1 

取消・廃止 0 0 0 0 0 

実地調査 1 0 0 0 0 

 

（２）管理栄養士養成施設 

① 資格の概要 

管理栄養士とは、栄養士法（昭和 22 年法律第 245 号）に基づく資格であり、管理栄養

士の名称を用いて、傷病者に対する療養のため必要な栄養の指導、個人の身体の状況、栄

養状態等に応じた高度の専門的知識及び技術を要する健康の保持増進のための栄養の指

導並びに特定多数人に対して継続的に食事を供給する施設における利用者の身体の状況、

栄養状態、利用の状況等に応じた特別の配慮を必要とする給食管理及びこれらの施設に対

する栄養改善上必要な指導等を行うことを業とする者のことです。 

 

② 実績                                  （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 0 0 0 0 0 

変更承認 3 2 0 0 0 

変更届出 0 0 4 1 1 

取消・廃止 0 0 0 0 0 

実地調査 1 0 0 1 0 

 

 

（３）栄養士養成施設 

① 資格の概要 

栄養士とは、栄養士法に基づく資格であり、栄養士の名称を用いて栄養の指導に従事す

ることを業とする者のことです。 

 

② 実績                                 （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 0 0 0    0 0 

変更承認 11 3 4 1 4 

変更届出 5 1 6 2 1 

取消・廃止 0 0 0 1 0 

実地調査 5 5 5 4 2 
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（４）介護福祉士養成施設等 

① 資格の概要 

介護福祉士とは、社会福祉士及び介護福祉士法（昭和 62 年法律第 30 号）に基づく資格

であり、同法第 42 条第１項の登録を受け、介護福祉士の名称を用いて、専門的知識及び

技術をもって、身体上又は精神上の障害があることにより日常生活を営むのに支障がある

者に対し心身の状況に応じた介護を行い、その者及びその介護者に対して介護に関する指

導を行うことを業とする者のことです。 

 

② 実績 

（介護福祉士養成施設等）福祉系高等学校等含む                （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 1 2 0 0 1 

変更承認 0 2 3 3 1 

変更届出 23 54 53 44 43 

取消・廃止 1 0 1 0 0 

実地調査 5 5 6 4 6 

 

（実務者研修）                                （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 2 1 0 0 0 

変更承認 0 0  0 0 0 

変更届出 0 0 1 0 4 

実地調査 0 0 0 1 1 

 

 

 

 

 

（１）概要 

社会福祉士及び介護福祉士法では、社会福祉に関する科目又は基礎科目を修了し、社会福

祉士又は介護福祉士の試験を受験しようとする者について、当該受験者の利便性に配慮し、

その修了した科目が基準を満たしているかどうかを個別に審査する手続きを省略できるよ

う、実習演習科目について、文部科学大臣及び厚生労働大臣による事前の確認を受けること

ができるようになっています。 

実習演習科目の確認を受けようとする者は、文部科学省及び厚生労働大臣に申請をするこ

とになっており、東北厚生局では、管内の当該実習科目の確認を行っています。 

  

９ 社会福祉に関する科目を定める省令第４条に規定する実習演習科目の確認に関する業務 
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（２）実績                                  （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実習演習科目の確

認 
0 0 0 2 0 

変更届 32 39 34 37 31 

確認の取消 1 1 1 0 0 

 

 

 

 

 

東北厚生局では、管内の社会福祉士及び介護福祉士養成施設等から届け出される各種講習会

の実施届書、変更届書、実施報告書等の受理を行っています。 

 

（１）介護技術講習等に係る実施の届出等の受理 

① 概要 

介護技術講習会を実施する場合は、実施届を提出し、各講習会終了後には実施報告書を 

提出することとされています。 

     東北厚生局では、管内の介護福祉士学校から提出される介護技術講習会の実施届、変更

届、実施報告書及び修了者名簿等の受理を行っています。 

    

② 実績 

令和３年度の介護技術講習会実施届等受理の実績はありません。 

 

（２）社会福祉士実習演習担当教員講習会等の実施届の受理 

    ① 概要 

     社会福祉士養成施設、介護福祉士養成施設又は福祉系大学における専任教員等は、厚生

労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の受講が必要な場合があります。 

     また、社会福祉士養成施設、介護福祉士養成施設、福祉系高校又は福祉系大学における

実習施設の実習指導者は、厚生労働大臣が定める基準を満たす実習指導者講習会の受講が

必要な場合があります。 

     講習会を実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることとされています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理を行っています。 

 

   ② 実績等 

令和３年度は、社会福祉士実習指導者講習会実施届を４件受理しています。 

また、介護福祉実習指導者講習会実施届を４件受理しています。 

 

（３）実務者研修教員講習会の実施届等の受理 

    ① 概要 

 介護福祉士実務者養成施設において、教務に関する主任者となる教員及び介護課程Ⅲを

教授する教員は、厚生労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の修了が必要な場合があ

10 各種講習会に関する業務 
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ります。講習会を実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることとされています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理業務を行っています。 

 

② 実績 

     令和３年度は、実務者研修教員講習会実施届を 13 件受理しています。 

 

（４）医療的ケア教員講習会の実施届等の受理 

① 概要 

  介護福祉士養成施設（実務者養成施設含む）において、医療的ケアを教授する教員は、

厚生労働大臣が定める基準を満たす教員講習会の修了が必要な場合があります。講習会を

実施する者は、厚生労働大臣に届け出ることとされています。 

東北厚生局では、当該講習会の実施届出等の受理を行っています。 

     

② 実績 

     令和３年度は、医療的ケア教員講習会実施届を 35 件受理しています。 

 

（５）その他 

 実務者研修認定研修の実施届出書について受理し、その実施予定をホームページ上で公表

しています。 

 令和３年度の実務者研修認定研修の実施届出書受理の実績はありません。 

 

 

 

 

 

（１）概要 

     障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号）

に基づく、障害者自立支援制度の円滑かつ適正な実施を図る観点から、管内の県、指定都市

及び中核市が行う障害福祉サービス事業者等の指定事務及び指導監査事務等に関する指導

助言を行うとともに、県の指導状況を確認するため市町村において実地検証を行っていま

す。 

    

（２）実績                                                     （単位：件） 

 平成 29 年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実地指導 3 県、3 市 2 県、3 市 1 県、2 市 0 2 県、3 市 

実地検証 0 0 0 0 2 

   ※平成 29年度より、指定都市、中核市は「実地指導」の扱い。 

   ※令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、中止となりました。 

 

 

  

11 障害者自立支援指導に関する業務 
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東北厚生局では、次の補助金等について、管内の交付決定等の執行業務を行っています。 

 

（１）施設整備に係る補助金等について 

補助金等名 交付目的及び主な対象施設等 交付件数及び交付額 

保健衛生施設等

施設・設備整備

費国庫補助金 

 

都道府県等が設置する精神保健、精神障害及

び感染症の医療機関等の施設及び設備に要する

経費の一部を補助し、地域住民の健康増進並び

に疾病の予防及び治療を行い、もって公衆衛生

の向上に寄与することを目的とする。 

 

【施設整備】 

1.交付件数       7 件 

 

2.交付額   177,997 千円 

 

【設備整備】 

1.交付件数         22 件 

 

2.交付額     32,984 千円 

 

保健衛生施設等

災害復旧費国庫

補助金 

  

都道府県等が設置する保健所、市町村保健セ

ンター、精神科病院等の保健衛生施設等が暴風、

洪水、高潮、地震、その他の異常な自然現象によ

り被害を受けた災害復旧事業に要する経費の一

部を補助することにより、公衆衛生の向上に寄

与することを目的とする。 

 

 

1.交付件数          2 件 

 

2.交付額     75,690 千円 

 

地域介護・福祉

空間整備等施設

整備交付金 

  

市町村が作成した先進的事業整備計画に基づ

く事業又は事務の実施に要する経費の一部に充

てるため、市町村に交付することにより、地域に

おける公的介護施設等の施設及び設備等の整備

事業を促進することを目的とする。 

 

○先進的事業整備計画分（主な対象事業） 

既存の小規模高齢者施設等におけるスプリン

クラー設備等整備事業、耐震及び水害対策強化

のための防災補強改修並びに利用者等の安全性

確保の観点から行う大規模修繕等を実施する事

業、既存高齢者施設等の防犯対策及び安全対策

を強化するために要する経費を支援する事業、

高齢者施設等における換気設備の設置に係る経

費支援事業 など 

 

 

1.交付件数      128 件 

 

2.交付額    772,231 千円 

12 各地方厚生局に委任された補助金の交付等に関する業務 
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次世代育成支援

対策施設整備交

付金 

  

次世代育成支援対策推進法の規定に基づき、

児童福祉施設等の新設、修理、改造、拡張又は防

犯対策強化等の整備に要する経費の一部を交付

することにより、次世代育成支援対策を推進す

ることを目的とする。 

（対象施設） 

児童相談所一時保護施設、助産施設、乳児院、

母子生活支援施設、児童養護施設、情緒障害児短

期治療施設、児童自立支援施設、児童家庭支援セ

ンター、児童自立生活援助事業所、小規模住居型

児童養育事業所、婦人相談所一時保護施設及び

婦人保護施設、子育て支援のための拠点施設 

 

 

1.交付件数        26 件 

 

2.交付額    673,635 千円 

 

保育所等整備交

付金 

  

保育所等の新設、修理、改造又は整備に要する

経費、並びに防音壁の整備及び防音対策の強化

に係る整備に要する経費の一部を交付すること

により、保育所待機児童の解消を図ることを目

的とする。 

（対象施設） 

保育所、幼保連携型認定こども園等のうち保

育所機能部分、保育所分園 

 

 

1.交付件数        99 件 

 

2.交付額   4,564,840 千円 

社会福祉施設等

施設整備費国庫

補助金 

  

福祉各法に基づき、社会福祉法人等が整備す

る施設整備（創設、増築、増改築、改築、拡張、

防犯対策の強化に係る大規模修繕等）に要する

経費の一部を補助することにより、施設入所者

等の福祉の向上を図ることを目的とする。 

（対象施設） 

障害者（児）関連施設及び保護施設等 

 

 

1.交付件数         22 件 

 

2.交付額   972,142 千円 

 

社会福祉施設等

災害復旧費国庫

補助金 

 

  

福祉各法に基づき、社会福祉法人等が整備し

た施設であって、暴風、洪水、高潮、地震、その

他の異常な自然現象により被害を受けた施設の

災害復旧事業に要する経費の一部を補助するこ

とにより、災害の速やかな復旧を図り、施設入所

者等の福祉を確保することを目的とする。 

 

 

1.交付件数        36 件 

 

2.交付額     495,571 千円 
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（２）義務的経費に係る補助金等について 

補助金等名 交付目的及び主な対象施設等 交付件数及び交付額 

結核医療費国庫

負担金 

  

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う入院患者（勧告又は措置等）に対する医

療に要する経費等の一部を負担することによ

り、結核の予防及び結核患者に対する適正な医

療の普及を図りもって公共の福祉の増進を図る

ことを目的とする。 

 

 

1.交付先      6 県・9 市 

 

2.交付額    94,025 千円 

結核医療費国庫

補助金 

 

都道府県、保健所を設置する政令市及び特別

区が行う一般患者に対する医療に要する経費等

の一部を補助することにより、結核の予防及び

結核患者に対する適正な医療の普及を図りもっ

て公共の福祉の増進を図ることを目的とする。 

 

 

1.交付先      6 県・9 市 

 

2.交付額   11,915 千円 

原爆被爆者健康

診断費交付金 

  

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者の健康診断等に要する経費を交付することに

より、被爆者の健康の保持及び向上を図ること

を目的とする。 

 

 

1.交付先         6 県 

 

2.交付額    4,576 千円 

原爆被爆者手当

交付金 

  

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者の医療特別手当、特別手当、健康管理手当、保

健手当並びに原子爆弾小頭症手当及びその支給

事業に要する経費を交付することにより、被爆

者の受療の促進、健康の保持増進を図ることを

目的とする。 

 

 

1.交付先         6 県 

 

2.交付額   109,606 千円 

 

 

原爆被爆者葬祭

料交付金 

 

 

都道府県、広島市及び長崎市が行う原爆被爆

者葬祭料及びその支給事業に要する経費を交付

することにより、被爆者の精神的不安を和らげ

ることを目的とする。 

 

 

1.交付先         6 県 

 

2.交付額    7,848 千円 

 

児童扶養手当給

付費国庫負担金 

 

 

都道府県又は市等が行う児童扶養手当及びそ

の支給に要する経費の一部を負担することによ

り、一人親家庭の生活の安定と自立の促進に寄

与し、もって児童福祉の増進を図ることを目的

とする。 

 

 

1.交付先      6 県・77 市 

 

2.交付額 11,440,485 千円 
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特別児童扶養手

当事務取扱交付

金 

 

 

都道府県又は市等が行う特別児童扶養手当及

びその支給に係る事務の処理に必要な経費の一

部を交付することにより、精神又は身体に障害

を有する児童の福祉の増進を図ることを目的と

する。 

 

 

1.交付先   6 県 224 市町村 

 

2.交付額     98,663 千円 

 

特別障害者手当

等給付費国庫負

担金 

 

都道府県又は市等が行う特別障害者手当、障

害児福祉手当等及びその支給に要する経費の一

部を負担することにより、精神又は身体に重度

の障害を有する者の福祉の増進を図ることを目

的とする。 

 

 

1.交付先      6 県 77 市 

 

2.交付額  2,997,157 千円 

 

婦人保護費国庫

負担金及び国庫

補助金 

 

都道府県及び婦人相談所を設置する市が行う

婦人保護等に要する経費の一部を負担及び補助

することにより、要保護女子の保護更生等及び

配偶者からの暴力被害者である女性の保護等を

図ることを目的とする。 

 

 

1.交付先         6 県 

 

2.交付額   201,990 千円 

 

児童入所施設措

置費等国庫負担

金 

都道府県及び市等が行う児童福祉施設等の運

営等に係る経費の一部を負担することにより、

児童とその保護者の生活の保障及び児童の健や

かな育成を図ることを目的とする。 

 

1.交付先     6 県 58 市 

 

2.交付額 

(保護費) 14,548,421 千円 

(医療費)    132,522 千円 

 

-47-



 

 

 

 

（１）概要 

厚生労働省が所管する施設の災害復旧費については、管内の保健衛生施設等及び社会福祉

施設等に関する一部の事務が本省から地方厚生局に委任されています。 

 

（２）実績 

次表のとおり令和元年 10 月に発生した台風第 19 号及び令和３年２月に発生した福島県沖

地震（同年３月に発生した宮城県沖地震を含む。）で被災した施設等の早期復旧に向け、調査

（査定）を実施しました。 

 

令和３年度調査（査定）実施分  災害別・自治体別内訳                    （単位：件）  

名 称 発生年月 岩手県 宮城県 山形県 福島県 計 

台風第１９号 令和元年 10 月 0 0 0 3 3 

福島県沖地震 

（宮城県沖地震） 

令和３年２月 

（同年３月） 
0 14 0 38 52 

 
 

 

 

（１）概要 

補助事業者等が、補助金等の交付を受けて取得した財産を、補助金等の交付の目的に反して

処分（目的外の使用、譲渡、交換、貸し付け、担保提供及び取り壊し）するに当たっては、あ

らかじめ各省各庁の長の承認を受ける必要があります。 

東北厚生局では、厚生労働省所管一般会計補助金等のうち、管内の社会福祉施設及び保健衛

生施設等に係る財産処分について、補助事業者等から提出される財産処分承認申請の承認を行

っています。また、承認した財産処分が完了した際の報告書を受理しています。 

 

（２）実績 

① 社会福祉施設等（承認） 

ア 承認事項                             （単位：件） 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用   4  1 6 13 7 

無償譲渡 4 10 5 4 6 

有償譲渡 3 2 2 2 3 

交  換 0 0 0 0 0 

無償貸付 0 0 2 1 0 

有償貸付 1 0 1 0 1 

取り壊し 4 7 2 6 3 

廃  棄 2 3 2 1 1 

抵 当 権 5 4 11 13 14 

合  計 

(国庫納付あり) 

23 

 (10) 

27 

(2) 

31 

(5) 

40 

(7) 

35 

(5) 

13 各地方厚生局に委任された災害復旧費に関する業務 

14 補助金等により取得した財産の処分に関する業務 
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    イ 包括承認事項                          （単位：件） 

 

② 保健衛生施設等  

 ア 承認事項                            （単位：件） 

 

    イ 包括承認事項                                                 （単位：件） 

 

 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 15 42 15 19 25 

無償譲渡 8 18 2 9 5 

有償譲渡 0 0 0 0 0 

交  換 0 0 0 0 0 

無償貸付 0 3 0 3 1 

有償貸付 0 0 0 0 0 

取り壊し 5 1 0 2 8 

廃  棄 1 0 0 2 0 

抵 当 権 0 0 0 0 0 

合  計 29 64 26 35 39 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 0 0 0 1 0 

無償譲渡 0  0 0 1 0 

有償譲渡 1  1 0 0 0 

交  換 0  0 0 0 0 

無償貸付 0  0 0 1 0 

有償貸付 1  0 1 0 0 

取り壊し 0  0 1 0 0 

廃  棄 0  0 0 0 0 

抵 当 権 0  0 0 0 0 

合  計 

(国庫納付あり) 

2 

(2) 

1 

(1) 

 2 

(1) 

3 

(0) 

0 

(0) 

 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

 

処 

分 

の 

種 

類 

転  用 0  0 6 6 2 

無償譲渡 0  1 0 1 0 

有償譲渡 0  0 0 0 0 

交  換 0  0 0 0 0 

無償貸付 2  0 0 2 0 

有償貸付 0  0 0 0 0 

取り壊し 1  2 0 1 0 

廃  棄 0  0 0 0 1 

抵 当 権 0  0 0 0 0 

合  計 3  3 6 10 3 
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（１）概要 

平成 28 年 7 月 1 日に施行された中小企業等経営強化法により、中小企業等は人材育成、コ

スト管理のマネジメントの向上や設備投資等、事業者の経営力を向上させるための経営力向上

計画を作成し、事業分野別の主務大臣へ申請することにより、計画の認定を受けた事業者は、

税制や金融の支援措置を受けることが出来ます。 

東北厚生局では、管内の事業者からの申請の受付及び認定を行っています。 

 

（２）実績                               （単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

申請数 － 195 164 112 104 

認定数 － 188 167 117 100 

  ※平成 30 年度から業務開始。 

※令和元年度以降の認定数には前年度申請（繰越）分を含む。 

 

15 中小企業等経営強化法に基づく経営力向上計画認定業務 
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Ⅵ 医事課 

 

 

 

 

（１）概要 

平成 12 年の医師法（昭和 23 年法律第 201 号）の改正により、診療に従事しようとするす

べての医師に２年間の臨床研修が義務付けられ、平成 16 年度から施行されています。東北

厚生局では、医師臨床研修を修了した者の医籍登録手続や医師臨床研修補助金に係る業務を

行っています。このほか、東北管内の臨床研修病院における臨床研修の質的向上に向けた取

組を行っています。 

なお、医療法及び医師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）の施行に伴い、

令和２年４月１日から、臨床研修病院の指定及び募集定員の設定に関する事務・権限につい

ては、都道府県に移譲（※）されました。 

 

（２）実績 

・「医師臨床研修病院（基幹型）一覧」は参考資料３（１）参照 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

臨床研修病院（基幹

型）（施設） 
87 86 85 86 86 

指定申請（件）      1 0 3 － － 

研修プログラム変

更届（件）       30 42 88 － － 

臨床研修修了登録

申請（件） 
520 572 552 574 569 

臨床研修指定病院

実地調査（施設） 
16 15 9 2 0 

（※）「指定申請」及び「研修プログラム変更届」は都道府県に委譲されました。 

 

医事課は、より安全で質の高い医療を提供するための業務を行っています。医療安全

に関する取組の普及及び啓発に関する業務、医師及び歯科医師の臨床研修に関する業

務、再生医療等安全性確保法に関する業務、看護師の特定行為研修に関する業務、臨床

研究法に関する業務、感染症などの健康危機管理に関する業務などを行っています。 

１ 医師の臨床研修に関する業務 
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・補助金 

補助金等名 交付目的及び主な対象施設等 交付件数及び交付額 

医師臨床研修

費等補助金 

医師としての人格を涵養し、将来専門とする分

野にかかわらず、プライマリ・ケアの基本的な診

療能力を習得するための臨床研修を支援するとと

もに、安心・信頼できる医療の確保の推進を目的

とする。 

1.交付病院数   81 件 

2.交付額 892,550 千円 

 

 

（１）概要 

平成12年の歯科医師法（昭和23年法律第202号）の改正により、診療に従事しようとする

すべての歯科医師に１年間の臨床研修が義務付けられ、平成18年度から施行されています。

東北厚生局では、歯科医師臨床研修を修了した者の歯科医籍登録手続や歯科医師臨床研修を

実施する施設の指定申請等に係る業務を行っています。このほか、東北管内の歯科医師臨床

研修施設における臨床研修の質的向上に向けた取組を行っています。 

 

（２）実績 

・指定申請等に係る業務（「歯科医師臨床研修施設（単独型・管理型）一覧」は参考資料３（２）

参照） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

臨床研修施設（単独

型・管理型）（施設） 
  19 19 19 21 21 

指定申請（件）      9 1 2 0 13 

研修プログラム変

更届（件）       10 9 6 8 9 

臨床研修修了登録

申請（件）    129 118 94 141 133 

臨床研修指定施設

実地調査（施設）      4 4 4 2 3 

 

 

 

（１）概要 

医師法・歯科医師法において、厚生労働大臣は、行政処分を受けた医師・歯科医師に対し

２ 歯科医師の臨床研修に関する業務 

３ 行政処分を受けた医師等に対する再教育に関する業務 
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て、倫理の保持、具有すべき知識及び技能に関する研修を受けるよう命ずることができると

規定されています。行政処分の程度に応じて研修内容が区分されており、東北厚生局では、

１年以上の医業又は歯科医業停止の行政処分を受けた者が対象となる個別研修の事務手続

を行っています。 

 

（２）実績 

・個別研修修了者                           （単位：名） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

医師 1    0    0    0    0 

歯科医師 0      0      0      0      0 

 

 

 

 

（１）概要 

医療機関の管理者等の資質と医療の安全性の向上を図ることを目的として、東北厚生局で

は、毎年度、「医療安全に関するワークショップ」を開催しています。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて中止しました。 

 

（２）実績 

・医療安全ワークショップ                       （単位：名） 

 平成 29 年度 
平成 30 年

度 
令和元年度 令和２年度 令和３年度 

受講者数 
（Ｗ）  58 

（Ｓ） 370 

（Ｗ） 58 

（Ｓ）390 

（Ｗ） 55 

（Ｓ）383 

（Ｗ）－ 

（Ｓ）－ 

（Ｗ）－ 

（Ｓ）336 

 ＊（Ｗ）はワークショップ、（Ｓ）はセミナーの受講者数 

 

 

（１）概要 

心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療及び観察等に関する法律（平成15年

法律第110号）（以下「医療観察法」という。）は、心神喪失又は心神耗弱の状態で重大な他

害行為を行った者に対して、適切な医療を提供し、社会復帰を促進することを目的としてい

ます。 

５ 心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った者の医療観察等に関する業務 

４ 医療安全に関する取組の普及及び啓発に関する業務 
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東北厚生局では、対象者に医療の提供をする医療機関の指定、対象者が医療を受ける指定

医療機関の選定、対象者入院時の移送業務、指定医療機関に対する指導監査を行っています。 

 

図：医療観察法制度の仕組み（厚生労働省ホームページより） 

（２）実績 

・指定入院医療機関                          （単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 0    0    0   0 0 

廃止・辞退の受理 0     0    0    0    0 

指定の取消 0     0     0     0 

 

   0 

  
入院医療機関の選

定 15     12     16     15     16 

・指定通院医療機関                          （単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

新規指定 9  11  8  14  9 

廃止・辞退の受理 1      4      4      1     2 

指定の取消 0     0     0 0 0 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

通院医療機関の選

定 10     15     18     16   6 

 

 

 

 

（１）概要 

医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保等に関する法律により、医薬品、医

薬部外品又は化粧品の製造業の許可等は厚生労働大臣が与えることとなっており、その権限

の一部は地方厚生局長に委任されています。東北厚生局では、医薬品（生物学的製剤、放射

性医薬品等）の製造業の許可等に係る業務を行っています。 

また、毒物及び劇物取締法（昭和25年法律第303号）により、毒物及び劇物の製造業・輸

入業の登録業務等について、厚生労働大臣から地方厚生局長に権限が委任されており、東北

厚生局では、これらに係る業務を行っています。 

なお、地域の自主性及び自立性を高める為の改革の推進を図るための関係法律の整備に関

する法律（平成 30 年法律第 66 号）の公布に伴い、毒物及び劇物取締法の一部が改正され、

令和２年４月１日から、毒物又は劇物の原体の製造業又は輸入業の登録等に関する事務・権

限については、都道府県に移譲（※）されました。 

 

（２）実績 

・医薬品製造業の許可関係業務                         (単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

許可申請 0     0     3    2    2 

許可更新申請 2     1     0      0      0 

管理者承認 0 2 3 4 2 

変更届等 5    7    10    2    8 

 

・毒物及び劇物の製造業・輸入業の登録関係業務           （単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

登録申請 2 2 3 － － 

６ 薬事監視等業務 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

登録更新申請 9 9 9 － － 

変更届等    36    39    38    －   － 

 ※「毒物及び劇物の製造業・輸入業の登録関係業務」は令和２年度から都道府県に委譲されま

した。 

 

 

 

 

（１）概要 

再生医療等の迅速かつ安全な提供を図るため、平成26年11月25日に再生医療等の安全性の

確保等に関する法律（平成25年法律第85号）（以下「再生医療等安全性確保法」という。）が

施行されました。 

東北厚生局では、再生医療等を提供する機関の提供計画の受付（第二種、第三種）、再生

医療等委員会の認定（第三種）及び細胞培養加工施設を設置する機関の許可及び届出に関す

る業務等を行っています。 

 

   ※再生医療のリスク分類について 

    第一種：高リスク（ＥＳ細胞、iＰＳ細胞等） 

    第二種：中リスク（体性幹細胞等） 

第三種：リスクの低いもの（加工した体細胞等） 

 

７ 再生医療等安全性確保法に関する業務 
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（２）実績 

・再生医療等安全確保法に係る届出等                  （単位：件） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

再生医療等提供計

画の新規受付 16 21 10 15 15 

再生医療等委員会

の認定申請 1 0 0 0 0 

再生医療等委員会

更新申請 － 3 0 1 3 

特定細胞加工物製

造許可申請・届出 13 14 11 14 13 

特定細胞加工物製造

許可事項更新申請 
－ － 0 1 0 

 ※「再生医療等委員会更新申請」は平成 30年度から、特定細胞加工物製造許可事項更新申請

は令和元年度から届出の受付が開始されました。 

 

 

 

 

（１）概要 

団塊の世代が全て75歳以上となる2025年に向けて、在宅医療等の推進を図っていくため、

医師又は歯科医師の判断を待たずに、手順書等により一定の診療の補助を行う看護師を養成

し確保していく必要があります。そのために、保健師助産師看護師法に基づき看護師の特定

行為研修制度が創設され、平成27年10月１日に施行されました。 

東北厚生局では、特定行為研修を行う施設の指定に関する業務や特定行為研修を修了した

看護師に関する報告書の受理等を行っています。 

 

（２）実績 

 ・特定行為研修に係る業務（「特定行為研修指定研修機関一覧」は参考資料３（３）参照） 

 
平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

指定申請（件） 1 3 4 5 1 

変更届（件） 9 14 15 36 29 

変更申請（件） 3 1 5 3 7 

８ 看護師の特定行為研修に関する業務 
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平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実地調査（件） 1 3 5 0 5 

特定行為研修修

了者（人） 27 34 86 104 142 

 

 

 

 

（１）概要 

医薬品等を人に対して用いることにより、その医薬品等の有効性・安全性を明らかにする

臨床研究を法律の対象とすることとし、臨床研究の対象者をはじめとする国民の臨床研究に

対する信頼の確保を図ることを通じてその実施を推進し、もって保健衛生の向上に寄与する

ことを目的として「臨床研究法」が平成 29 年４月 14 日に公布され、平成 30 年４月１日に

施行されました。 

東北厚生局では、特定臨床研究の実施に関する計画の受付、特定臨床研究の実施計画を審

査する臨床研究審査委員会の認定等に関する業務を行っています。 

※特定臨床研究 

・臨床研究のうち、医薬品等製造販売業者又はその子会社等から研究資金等の提供を受

けて実施する臨床研究 

・未承認医薬品等又は適応外医薬品等を用いる臨床研究 

   ※臨床研究審査委員会 

    臨床研究に関する専門的な知識経験を有する者により構成される委員会 

 

（２）実績 

・臨床研究法に係る業務                  （単位：件） 

 
平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実施計画の新規受

付   50 17 23 19 

臨床研究審査委員

会の認定申請     3 0 3 2 

 

 

 

 

（１）概要 

地域間の医師偏在の解消等を通じ、地域における医療提供体制を確保するため、都道府県

９ 臨床研究法に関する業務 

１０ 医師偏在対策・医師確保に関する業務 
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の医療計画における医師の確保に関する事項の策定、臨床研修病院の指定権限及び研修医定

員の決定権限の都道府県への移譲等の措置を講ずることを改正の趣旨とした「医療法及び医

師法の一部を改正する法律（平成 30 年法律第 79 号）」が平成 30 年７月 25 日に公布され、

令和２年４月１日に施行されました。 

東北厚生局では、医師少数区域等において６か月以上勤務し、その中で医師少数区域等に

おける医療の提供に必要な業務を行った医師の認定に関する業務を行っています。 

 

（２）実績 

・医師少数区域経験認定医師    （単位：人） 

 
令和２年度 令和３年度 

認定者数 

（県別内訳） 

  37 

岩手 37 

 

 

  21 

岩手 19 

秋田  1 

福島  1 

 

 

 

 

（１）概要 

「地域医療構想」とは、団塊の世代が全て 75 歳以上となる 2025 年に向け、医療機能（※）

ごとに 2025 年の医療需要と病床の必要量を推計し、目指すべき医療提供体制を実現するた

めの施策を定めるもので、「医療介護総合確保推進法（平成元年法律第 64 号）」により平成

28 年度中に全ての都道府県で策定されました。 

東北厚生局では、 
① 各構想区域における議論の状況等に関する情報の整理 
② 地域医療介護総合確保基金の適切・効果的な運用に向けたヒアリング 
③ 重点支援区域関係者との連絡調整等 

を行っています。 
※医療機能とは、医療法施行規則第 30 条の 33の２に定める「高度急性期機能」、「急性期機

能」、「回復期機能」及び「慢性期機能」の４つの区分のことをいう。 

 
（２）実績 

・各構想区域地域医療構想調整会議出席回数（単位：回） 

 
令和２年度 令和３年度 

出席回数   8   3 

 

１１ 地域医療構想の達成に向けた取組の推進に関する業務 
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Ⅶ 食品衛生課 

    

 

 

 

 

 

 

（１）概要 

米国やEU（欧州連合）等の国では、外国から輸入される食品について、自国と同等の衛生的な

管理（HACCP等）を輸出国へ義務づけています。食品衛生課では、受入国の基準を満たした日本国

内の水産食品の製造施設に対して定期的な査察を行っています。また、韓国、中国、台湾、ブラ

ジル向けの水産食品にあたっては、これらの国への輸出時に衛生証明書の添付が求められている

ため、衛生証明書発行の業務を行っています。 

  

（２）対米輸出水産食品の認定加工施設への査察等 

① 概要 

米国へ水産食品を輸出する場合、製造・加工施設におけるHACCPの手法に基づいた衛生

管理の実施や都道府県等による施設の認定・監視、さらに各地方厚生局による現地査察

の実施等が必要となります。 

食品衛生課では、現地査察を実施し、製造・加工施設の衛生管理等について確認してい

ます。 

② 業務実績 

令和４年３月末現在、認定された３施設のうち、２施設の現地査察を実施しています。

（１施設は新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて査察中止） 

     なお、新規の認定や取り消しを行った施設はありませんでした。 

実績推移 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

査察回数 3回 3回 3回 3回 2回 

 

（３）対英国、欧州連合、スイス及びノルウェー輸出水産食品の認定加工施設等への査察等 

① 概要 

英国、欧州連合（EU）、スイス及びノルウェーへ水産食品を輸出する場合、輸出国の

製造加工施設はEU等が定めた認定要件に適合する必要があり、また、輸出毎に食品・動

物衛生証明書（以下「衛生証明書」という。）を添付することが義務づけられています。 

また、漁業従事者を含む関係事業者が遵守すべき水産物の衛生的な取扱いやHACCPシス

テムを導入した加工施設の衛生管理以外に、都道府県等による施設の監視と衛生証明書

の発行、さらに各地方厚生局による現地査察の実施等が必要となります。 

食品衛生課では、認定施設に対し、６カ月に１回以上の現地査察を実施しています。 

 

食品衛生課は、輸出水産食品や食肉の認定施設等への査察、登録検査機関の登録・

立入検査、食品衛生法に基づく総合衛生管理製造過程の承認・立入調査、健康増進法

に基づく虚偽誇大広告等の監視指導などの業務を実施しています。 

１ 輸出水産食品の認定施設などに対する査察等の業務 
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② 業務実績 

      令和３年度は、認定施設等について、現地査察を実施しています。 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

査察回数 2 回 2 回 1 回（※1） 3 回（※１） 1 回（※2） 

（※1）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、令和 2 年 3月に予定されていた

査察を令和 2 年 6 月に実施。 

（※2）新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、厚生労働省から通知があり、青

森市保健所による成邦商事監視結果を確認することで、一回分の査察とした。 

 

（４）対韓国輸出水産食品の衛生証明書発行業務等 

  ① 概要 

     韓国へ冷凍食用鮮魚介類頭部や冷凍食用鮮魚介類内臓を輸出する場合、処理施設等の

事前登録や輸出国の関係当局が発行した証明書の添付が求められています。 

     食品衛生課は、輸出者から衛生証明書発行の申請書が提出された場合、申請内容を審査

し、衛生証明書を発行しています。 

また、東北厚生局管内の登録施設は、現在４施設あり、必要に応じて監視等を実施して

います。 

  ② 業務実績 

     令和３年度は新規の施設認定及び衛生証明書の発行はありませんでした。 

 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

衛生証明書 

発行件数 
2 件 0 件 1 件 0 件 0 件 

 

（５）対中国輸出水産食品の衛生証明書発行業務等 

  ① 概要 

     中国へ水産食品を輸出する場合は、処理施設等の認定や輸出国の行政機関が発行した衛

生証明書の添付が求められています。食品衛生課では、輸出者からの申請に応じ内容を審

査し、衛生証明書を発行しています。 

また、東北厚生局管内の認定施設は、令和４年３月末現在、125施設あり、必要に応じて

監視等を実施しています。 

② 業務実績 

  令和３年度に中国政府の要請に基づき、輸出水産食品認定施設に係る衛生要件の点検を

実施しました。123施設に対し点検を実施、完了しました。残り２施設は令和４年３月現在、

点検を実施中です。 

令和４年３月末現在、衛生証明書を293件発行しています。 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

衛生証明書 

発行件数 
156 件 283 件 336 件 169 件 293 件 
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（６）対台湾輸出貝類の衛生証明書発行業務等 

  ① 概要 

     台湾に貝類を輸出する場合は、取扱施設輸出国の行政機関が発行した衛生証明書の添付

が求められています。 

食品衛生課では、輸出者から衛生証明書発行に係る申請書が提出された場合、申請内容

を審査し、衛生証明書を発行しています。また、東北厚生局管内の施設に対し、必要に応

じて調査を実施しています。 

② 業務実績 

令和３年度３月末現在で衛生証明書を291件発行しています。 

 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

衛生証明書 

発行件数 
４件* 148 件 147 件 182 件 291 件 

（＊平成30年１月１日より発行） 

 

 

（７）対ブラジル輸出水産食品の衛生証明書発行業務等 

  ① 概要 

     ブラジルへ水産食品を輸出する場合、処理施設等の事前認定と輸出国の関係当局が発

行した証明書の添付が求められています。 

     東北厚生局管内の認定施設は、現在10施設あり、年に1回の現地査察を実施しています。

また、輸出者から衛生証明書発行の申請書が提出された場合、申請内容を審査し、衛生証

明書を発行します。 

  ② 業務実績 

     令和３年度は９施設の現地査察を実施しています。（１施設は新型コロナウイルス感染

症の影響を踏まえて中止） 

これまでのところ衛生証明書の発行はありません。 

実績推移 令和２年度 令和３年度 

査察回数 8 回（※3） 9 回（※4） 

（※3） 令和２年度は管内施設数が８であり、全施設を査察。 

（※4） 令和３年に新規認定された施設が二つあり、管内施設は10施設となった。 
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２ 輸出食肉の認定施設などに対する査察等の業務 
 

 

 

（１）概要 

米国等へ食肉を輸出する場合、厚生労働省により施設等の衛生管理や食肉検査体制等につ

いて施設認定を受ける必要があります。 

東北厚生局では、所管する認定施設や食肉衛生検査所に対して、適正な衛生管理や衛生証

明書の管理状況等の確認のため、査察を実施しています。 

令和４年３月末現在、米国、カナダ、オーストラリア、シンガポール、台湾及び香

港向けの食肉施設を所管しています。 

（２）業務実績  

令和３年度は、認定された以下の施設について、通知に基づき現地査察を実施しています。 

 

・米国、カナダ、オーストラリア、シンガポール、台湾及び香港向けの牛肉 

認定施設；株式会社いわちく（岩手県紫波郡紫波町） 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

査察回数 12 回 12 回 11 回 11 回 10 回 

 

・台湾向けの牛肉 

   認定施設；株式会社秋田県食肉流通公社（秋田市）、株式会社山形県食肉公社（山形市）、 

実績推移 令和２年度 令和３年度 

査察回数 ２回 ２回 

 

・シンガポール向けの豚肉 

認定施設；株式会社ミートランド（秋田県鹿角市）、株式会社いわちく 

実績推移 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

査察回数 1 回 1 回 ２回 
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（１）概要 

登録検査機関が輸入食品等の製品検査を実施する場合は、厚生労働大臣の登録認可が必要で

す。食品衛生課では、登録申請のあった検査機関の検査精度や正確性に関する適合状況等を事

前に審査しています。また、登録後においても、適切な管理下で理化学的検査や細菌学的検査

や動物を用いる検査が実施されているか確認するための定期的な立入検査を行っています。 

 

（２）業務実績 

東北管内の登録検査機関は10施設で、令和3年度は全ての施設について立入検査を実施しま

した。 

なお、令和３年度に更新等が行われた施設や変更の申請や届出については、以下のとおりで

す。 

① 業務規程の変更認可 

    １施設の１件の変更認可を行いました。 

② 登録の更新申請に係る通知 

    令和３年度において、該当する申請はありませんでした。 

③ 新規申請に係る登録及び製品検査の業務廃止 

    令和３年度において、該当する申請はありませんでした。 

 

 

 

 

  

実績推移 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

登録検査機関・ 

検査施設数 
11 施設 11 施設 10 施設 10 施設 10 施設 

３ 食品衛生法に基づく登録検査機関の登録等の業務 
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（１）概要 

加工食品の危害発生を未然に防ぐ手法として、食品の原料受入から製造・出荷までのすべて

の工程において危害分析し、これを除去できる重要な工程を連続的に監視・記録するシステム

（HACCP）があります。総合衛生管理製造過程は、HACCPに基づいて衛生管理を実施する施設を

厚生労働大臣が承認する制度です。 

本制度は、以下の食品が対象となっています。 

① 牛乳、山羊乳、脱脂乳、加工乳 

② クリーム、アイスクリーム、無糖練乳、無糖脱脂練乳、脱脂粉乳、発酵乳、乳酸  
菌飲料、乳飲料  

③ 清涼飲料水 

④ 食肉製品（ハム、ソーセージ、ベーコンその他これらに類するもの。） 

⑤ 魚肉練り製品（魚肉ハム・ソーセージ、鯨肉ベーコンその他これらに類するもの。）    

⑥ 容器包装詰加圧加熱殺菌食品（食品であって、気密性のある容器包装に入れ、密封した後、 

加圧加熱殺菌したもの。） 

   なお、本制度は令和２年６月１日より廃止となりましたが、既に承認した施設については承

認期間満了まで監視を継続することとなっています。 

 

（２）業務実績 

① 新規の申請 

  令和３年度に申請した施設はありませんでした。      

② 変更承認の申請 

令和３年度に申請した施設はありませんでした。 

③ 承認対象品目の返上等 

  令和３年度に承認を更新しなかった施設は、７施設でした。 

 

 （３）食品品目毎の承認状況               

 乳 乳製品 食肉製品 
魚肉練り 

製品 

容器包装詰 

加圧加熱 

殺菌食品 

清涼 

飲料水 
合計 

承認件数 2件 1件 1件 0件 0件 1件 5件 

（令和４年３月３１日現在） 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

新規申請 0 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

一部承認変更申請 2 件 0 件 0 件 0 件 0 件 

承認の更新 16 件 5 件 7 件  5 件 0 件 

承認対象品目の返上

等 
1 件 1 件 12 件 8 件 7 件 

立入検査等 16 件 10 件 8 件 3 件 0 件 

４ 食品衛生法に基づく総合衛生管理製造過程の承認等の業務 
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（１）概要 

食品として販売されているものの中には、必ずしも実証されていない健康の保持・増進効果

についての虚偽又は誇大な表示がされているものが見受けられ、さらにそれらの食品を長期的

かつ継続的に消費することにより、消費者が必要とする診療の機会を逸するなど、健康に重大

な支障を引き起こす可能性があります。このような虚偽又は誇大な表示は健康増進法で禁止さ

れています。 

食品衛生課では、消費者庁や都道府県等と連携し、食品の不適正な広告等の監視を行ってい

ます。 

（２）業務実績 

令和３年度の自治体からの事例報告の受理件数は13件でした。 

 

実績推移 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 

自治体からの事例

報告の受理件数 
29 件 72 件  48 件 54 件 13 件 

 

 

 

（１）概要 

500名を超える大規模な食中毒患者が発生した場合や食中毒患者の所在地が複数の都道府

県にわたる広域食中毒の場合に、厚生労働大臣は都道府県知事等に対して調査の要請を求め

ることができます。また、事故の発生状況に応じて地方厚生局職員が現場に派遣され、都道

府県等との連絡調整、情報収集、現場調査の立ち会いを行います。 

「食品衛生法等の一部を改正する法律」（平成30年法律第46号）の公布に伴い、国、各地

方自治体で構成される広域連携協議会が設置され、毎年1回及び緊急時に会合が開かれま

す。 

（２）業務実績 

毎年度定期的に開催される広域連携協議会は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、

中止となりました。 

また、令和３年度は大規模な食中毒等は発生していません。 

６  

５  
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Ⅷ 地域包括ケア推進課 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）概要 

   東北厚生局による効率的な業務を実施するため、局内の関係課等で組織する東北厚生局

地域共生・地域づくり推進本部会議を開催し、課の業務方針や進捗状況等についての意見交

換や情報共有を図っています。 

 

（２）実績 

＜東北厚生局地域共生・地域づくり推進本部会議の開催状況＞ 

 回 数 開 催 状 況 

令和３年度 ２回 ６月、10月 

 

 

 

（１）概要 

   管内の県及び市町村における地域包括ケアシステム構築に関する取組の支援を目的に、 

各県における市町村が行う地域支援事業の支援方策等について、意見交換・情報共有を行 

う会議を開催しています。 

 

（２）実績 

＜東北厚生局地域包括ケア推進意見交換会の開催状況＞ 

 回 数 開 催 状 況 

令和３年度 ２回 ５月、２月 

 

 

 

（１）管内市町村等の取組状況の把握 

①概要 

   管内の県から収集した情報等をもとに、地域支援事業等を実施する市町村の取組状況を

把握するとともに、その取組状況について適宜管内の市町村等へ情報提供しています。 

 

地域包括ケア推進課は、少子高齢化が進む中で、高齢者が重度な要介護状態や認知症にな

っても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、医療・

介護・予防・住まい・生活支援が包括的に確保される体制（地域包括ケアシステム）の構築に

向け、都道府県を通じた市町村支援業務に取り組んでいます。 

１ 東北厚生局地域共生・地域づくり推進本部の運営 

３ 地域支援事業に関する業務 

２ 東北厚生局地域包括ケア推進意見交換会の運営 
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②実績 

＜訪問自治体の状況＞ 

県 名 令和３年度訪問自治体 

宮城県 白石市、丸森町、大河原町、大崎市 

                               

（２）セミナー等の開催 

①概要 

   管内の市町村が地域包括ケアシステムの構築を推進するに当たり、地域支援事業等の円

滑な実施と事業内容の充実に資するため、自治体職員等を対象としたセミナーを開催して

います。 

 

②実績 

＜取組事例発表会・セミナーの開催状況＞            

実施日 セミナーの名称 開催方法 
参加者数

等 

令和３年７月16日

～10月31日、11月

24日～12月１日 

自立支援・重度化防止に向けた保険者の

機能強化研修会 

東北厚生

局YouTub

eチャン

ネルによ

る視聴対

象・視聴

期間限定

配信 

視聴回

数：685

回 

令和３年12月14日 
認知症カフェを代替的な方法で効果的に

継続するための手法 
Zoom 

出席アカ

ウント

数：209 

 

（３）総合事業等の充実のための厚生労働省職員派遣による市町村支援 

①概要 

   介護予防・日常生活支援総合事業等の各種事業の実施に課題を抱える市町村に対し実施

する厚生労働省職員派遣事業に、県と共に参画し、個別の相談支援や実践を通じた継続的な

支援等を実施しました。 

 

②実績 

＜支援の実施状況＞ 

県 名 実施状況 

秋田県 個別支援：能代市、横手市 
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（１）概要 

   管内の県における地域医療介護総合確保基金（介護分）の執行状況等（基金残高、事業量）

の調査や、県ヒアリングを通じて事業の進捗状況を把握するとともに、県に対する必要な助

言及び支援を行っています。 

 

（２）実績 

   執行状況等の調査の取りまとめを令和３年12月に実施しました。 

 

 

 

  

（１）概要 

当初交付申請書、変更交付申請書、実績報告書及び再確定申請書の内容審査や、交付決定

等の事務を行っています。 

 

（２）実績 

   令和３年度分の交付決定を令和４年３月11日に実施しました。また、令和２年度分確定及

び過年度分再確定を令和４年１月６日に実施しました。 

 

 

 

 

（１）概要 

   高齢者の保健事業と介護予防等の一体的実施（以下「一体的実施」という。）に係る後期

高齢者医療特別調整交付金の申請書の審査及び取りまとめや、市町村における一体的実施

の実施状況、実施に当たっての課題等について、厚生労働省保険局と連携を図りながら、管

内の県及び広域連合等を通じて把握し、県及び広域連合等に対する必要な助言及び支援を

行っています。 

 

（２）実績 

   一体的実施について先進的な取組を行っている、秋田県にかほ市の取組事例を取材し、厚

生労働省へ報告するとともに、メールマガジン「東北厚生局地域包括ケア・地域共生通信」

により管内自治体等へ情報提供しました。 

 

 

 

 

（１）概要 

   第８期介護保険事業（支援）計画の進捗状況の把握については、厚生労働省老健局と連携

を図りながら管内の県を通じて状況を把握し、県に対する必要な助言及び支援を行ってい

ます。 

４ 地域医療介護総合確保基金（介護分）に関する業務 

５ 地域支援事業交付金に関する業務 

７ 第８期介護保険事業（支援）計画に関する進捗状況の把握等 

６ 高齢者の保健事業と介護予防等の一体的な実施に関する業務 

-69-



 
 

（２）実績 

   管内の県の第８期介護保険事業（支援）計画に関する取組の進捗状況等に係るヒアリング

を、令和４年１月に実施しました。 

 

  

                                        

 

（１）概要 

   国の地方支分部局との連携による各種会議・研究会を開催し、地域包括ケアシステムの

構築に向けた普及・啓発を行っています。 

 

（２）実績 

＜地方支分部局との連携による会議等の実施状況＞ 

実施日 大会・研修会等の名称 場 所 連携機関 

令和４年３月３日 東北ブロック居住支援連絡会議 
仙台市 

(Web) 

東北地方整

備局 

令和４年３月８日 農福連携推進東北ブロックセミナー 
仙台市

（Web） 
東北農政局 

 

 

 

（１）概要 

   地域共生・地域包括ケアシステムの周辺情報として、国の政策の動向、セミナー・学会

開催、全国の自治体の取組事例等の情報を、メールマガジン「東北厚生局地域包括ケア・

地域共生通信」により管内の自治体等に提供しています。 

 

（２）実績 

   令和元年５月に第１号を発行し、令和４年３月末まで延べ77号を発行しました。 

９ メールマガジンの発行 

８ 地方支分部局との連携 
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Ⅸ 保険年金課 
 

 

 

 

 

 

（１）概要 

健康保険組合は、健康保険法に基づき国に代わって健康保険事業である被保険者及び被扶養

者（以下「被保険者等」という。）に対する保険給付と保健・福祉事業を行う公法人です。 

健康保険組合は、企業の事業主とその企業に使用される被保険者等で組織されますが、１企

業により組織され 700 人以上の被保険者で構成される「単一健康保険組合」と、同業種の複数

の企業により組織され 3,000 人以上の被保険者で構成される「総合健康保険組合」があり、法

令の範囲で健康保険組合独自の健康保険事業を行うことができます。 

   東北厚生局では、管内６県に所在する健康保険組合の設立・合併・解散等の事務指導、認可

申請書等の審査事務、届書の確認事務等及び健康保険組合の適正な事業運営を確保するために

実地指導監査を行っています。 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の健康保険組合から提出された規約変更認可申請書等の処理件数及び実地指導監査実

施件数は以下のとおりです。 

                    （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

規約変更の認可等 660 578 610 592 603 

実地指導監査 10 11 10 11 11 

〔監査における主な指示事項〕 

・ 規約変更にかかる公告について、法施行令に基づき理事長の決裁を受け、速やかに公示

すること。 

・ 特定個人情報が記入された文書については、規定されている機密文書管理台帳で保存状

況を把握し、適正に管理すること。 

・  被保険者証及び限度額適用認定証の返納について、法施行規則に基づき適切な管理を

行うこと。 

・ 法定帳簿（現金出納簿等）などの過年度分については、差し替えができないよう編綴す

ること。 

 

 

（１）概要 

全国健康保険協会は健康保険法に基づき、国に代わって健康保険事業である被保険者等に対

する保険給付と保健・福祉事業を行う公法人です。以前は国が運営し政府管掌健康保険といわ

１ 健康保険組合に関する業務 

２ 全国健康保険協会に関する業務 

保険年金課は、健康保険組合、全国健康保険協会支部及び企業年金等の監督、認可等

の事務を行っています。 
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れていましたが、平成 20 年 10 月１日に全国健康保険協会が設立され、全国 47 都道府県に全

国健康保険協会支部が設置されました。 

東北厚生局では、管内６県に所在する全国健康保険協会支部が行う滞納処分等の認可申請書

の審査事務等及び適正な事業運営を確保するため、全国健康保険協会支部に対する立入検査等

を行っています。 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の全国健康保険協会支部から提出された認可申請書等の処理件数及び立入検査等実施

件数は以下のとおりです。 

（単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

認可申請書等の認可 14 10 3 6 1 

立入検査等 2 2 2 2 2 

 

 

 

（１）概要 

   厚生年金基金は、厚生年金保険法に基づき、企業等が厚生労働大臣の許可を受け、国の老齢

厚生年金の一部を国に代わって支給（代行給付）するとともに、独自の上乗せ給付（プラスア

ルファ給付）を行い、各厚生年金基金の加入員に対し、より手厚い老後保障を行うことを目的

として設立された公法人です。 

   平成 25 年の法律改正（公的年金制度の健全性及び信頼性確保のための厚生年金保険法等の

一部を改正する法律）によって平成 26 年４月以降は厚生年金基金の新設は認められないこと

となっています。 

   東北厚生局の管内６県に所在した厚生年金基金はすべて解散または他制度に移行したため、 

解散した厚生年金基金に対する財産目録等の承認申請時の実地監査及び清算業務に関する指

導及び相談等の業務を実施していました。（令和３年度まで） 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の厚生年金基金の実地監査実施件数は以下のとおりです。 

                                                 （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実地監査 9 5 1 2 0 

 

 

 

（１）概要 

   国民年金基金は、国民年金法に基づき、自営業者やフリーランスの方など（国民年金の第１

３ 厚生年金基金に関する業務 

４ 国民年金基金に関する業務 
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号被保険者）を対象とする老齢基礎年金の上乗せの年金給付です。 

国民年金基金の種類は、（平成31年３月までは）同一都道府県内の居住者で組織する「地

域型国民年金基金（47基金）」と同種の事業等に従事する者で組織する「職能型国民年金基

金（25基金）」がありましたが、平成31年４月に全地域型国民年金基金と22の職能型国民年

金基金が合併した「全国国民年金基金（49基金）」が設立されました。 

東北厚生局では、平成31年３月までは管内６県に所在した国民年金基金の規約変更認可申

請書等の認可・受理等の業務や当該基金の適正な事業運営を確保するために実地監査を実施

していました。 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の国民年金基金の実地監査実施件数は以下のとおりです。 

                                                 （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

実地監査 2 2 0 0 0 

 

 

 

（１）概要 

確定給付企業年金は、運営形態により企業法人が法人格のある企業年金基金を厚生労働大臣

の認可を受けて設立する「基金型」と、労使が合意した年金規約を制定し、厚生労働大臣の承

認を受ける「規約型」の２種類があり、年金資産を管理・運用して年金給付を行っています。 

東北厚生局では、管内６県に所在する企業年金基金及び確定給付企業年金を実施している事

業主に係る規約承認・認可申請書、規約変更承認・認可申請書、規約変更届出書等の受理・承

認・認可等の業務及び基金等の適正な事業運営を確保するために書面または実地監査業務を行

っています。 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の確定給付企業年金実施事業所から提出された規約変更認可申請書等の処理件数及び 

監査実施件数は次のとおりです。 

                                       （単位：件） 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

規約変更の認可等 1,003  1,029   1,061   990   966 

（新規承認） (15) (7) (6) (3) (0) 

書面監査 120 120 160 144 111 

実地監査 (10) (10) (10) 4(0) 6(2) 

  （ ）内は上段の再掲 

 

５ 確定給付企業年金に関する業務 
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〔監査における主な指示事項〕 

・ 事業主は加入者の資格を喪失した者に対して、脱退一時金相当額の移換（企業年金の通

算措置）に関する説明を行うこと。 

・ 特定個人情報の適正な取扱いに関する基本方針及び取扱規程等を速やかに策定するこ 

と。 

・ 確定給付企業年金の業務概況については、法施行規則に規定される標準的な給付額及び

給付設計などを毎事業年度１回以上、加入者に周知すること。 

・  裁定請求書には、規約に規定する生年月日を証する書類を添付させること。 

 

 

 

（１） 概要 

確定拠出年金は、掛金を企業が拠出する「企業型年金」と加入者自身が拠出する「個人型年

金（iＤeＣo）」があります。 

拠出された掛金が個人ごとに明確に区分され、掛金とその運用収益との合計額をもとに年金

給付額が決定される年金制度です。 

   東北厚生局では、管内６県に所在する確定拠出年金を実施している事業所に係る規約承認申

請書及び規約変更承認申請書・規約変更届出書等の承認・受理等の業務を行っています。 

 

（２）業務実績（平成 29 年度～令和３年度） 

管内の確定拠出年金実施事業所から提出された届出報告書等の処理件数は以下のとおりです。 

                                       （単位：件） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

規約変更の認可等 239 176  308 306 384 

（新規承認） (15) (17) (5) (8) (7) 

  （ ）内は上段の再掲 

６ 確定拠出年金に関する業務 
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Ｘ 管理課 

 

 

 

 

 

 

（１）概要 

   特定医療法人とは、医療法人が税法上の承認を国税庁長官から受け、当該承認後に終了す

る各事業年度において、法人税率の軽減の適用を受ける医療法人のことです。 

東北厚生局では、特定医療法人として、法人税率の軽減の適用を受ける要件とされている

厚生労働大臣が財務大臣と協議して定める基準（下記①～⑥）を満たすものである旨の証明

書の交付事務を行っています。 

 

【軽減税率適用要件】 

① 社会保険診療に係る収入金額及び健康増進事業（健康診査に係るものに限る。）に係る

収入金額の合計額が全収入金額の100分の80を超えること。 

② 自費患者に対し請求する金額が、社会保険診療報酬と同一の基準により計算されること。 

③ 医療診療収入が、医師、看護師等の給与、医療提供に要する費用等患者のために直接必

要な経費の額に100分の150を乗じた額の範囲内であること。 

④ 役職員一人につき年間の給与総額が、3,600万円を超えないこと。 

⑤ その医療施設のうち一以上のものが、次のいずれかに該当すること。 

  ・病院であって、40人以上の患者を入院させるための施設を有すること。 

  ・専ら、皮膚泌尿器科、眼科、整形外科、耳鼻いんこう科又は歯科の診療を行う病院であ

って、30人以上の患者を入院させるための施設を有すること。 

  ・救急病院である旨を告示されていること。 

  ・救急診療所である旨を告示され、かつ、15人以上の患者を入院させるための施設を有す

ること。 

⑥ 医療施設ごとに、特別の療養環境に係る病床数が当該医療施設の有する病床数の100分

の30以下であること。 

 

【優遇措置の内容】 

 法人税において19％（通常は23.2％）の軽減税率が適用されます。 

 

（２）実績 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

証明件数 22 21 22 22 22 

 

１ 特定医療法人証明関係業務 

管理課は、特定医療法人や医療保健業を行う公益法人等に関する税制措置に係る証明業務、

国民健康保険の保険者、国民健康保険団体連合会及び後期高齢者医療制度の技術的助言・

指導監督、社会保険診療報酬支払基金支部の監督を行っています。 
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（１）概要 

   平成20年度税制改正により、①非営利型の一般社団法人のうち、いわゆるオープン病院事

業を行う医師会や歯科医師会で、一定の基準を満たしたもの、②法人税法の別表第２に掲げ

る公益法人等のうち、無料低額な診療を行う法人で、一定の基準を満たしたものについて、

その法人が行う医療保健業は収益事業の範囲から除外される（法人税が非課税とされる）こ

ととなりました。 

東北厚生局では、非課税措置制度の適用を受けるために必要となる要件を満たしている公

益法人であることの証明書の交付を行っています。 

【適用基準】 

  ア オープン病院事業を行うもの 

事業要件 平成20年厚生労働省告示第297号 

収入要件 平成20年厚生労働省告示第297号 

  イ 無料低額な診療を行う病院事業を行うもの 

事業要件 法人税法施行規則第６条第４号 

    収入要件 平成20年厚生労働省告示第298号 

    なお、②において、特例社団・財団法人、公益社団・財団法人については収入要件を必

要としません。 

 

【優遇措置の内容】 

   医療保健業について、収益事業の範囲から除外され、法人税が非課税とされます。 

 

（２）実績（全て②無料低額な診療を行う法人） 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

証明件数 15 15 14 15 15 

    

 

 

（１）概要 

国民健康保険の保険者は市町村（特別区を含む）と、土木建築業者等の同業者で組織す

る国民健康保険組合であり、被保険者は被用者保険（健康保険や共済組合等）に加入してい

ない自営業者や農業者等です。また、国民健康保険団体連合会とは、国民健康保険法第83

条に基づき、保険者がその目的を達成するため、共同して設立する組織です。 

東北厚生局では、国民健康保険事業が健全に運営されるよう、国民健康保険の保険者及

び国民健康保険団体連合会の行う業務（介護保険事業関係業務を除く）の指導を行っていま

す。（「東北厚生局所管国民健康保険団体連合会一覧」は参考資料６(１)参照） 

 

 

３ 国民健康保険の保険者及び国民健康保険団体連合会の技術的助言・指導監督 

２ 医療保健業を行う公益法人等証明関係業務 
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（２）実績 

  平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

技術的助言・指導監督 
6 県 9市町 

3 国保連合会 

6 県 10 市町 

3 国保連合会 

6 県 9市町 

3 国保連合会 

6 県 9市町村 

3 国保連合会 

6 県 9市町村 

3 国保連合会 

 

 

 

（１）概要 

後期高齢者医療制度は、平成20年４月に創設された他の健康保険から独立した医療保険制

度です。保険者は都道府県ごとに全市町村が加入する広域連合（後期高齢者医療広域連合）、

被保険者は75歳以上の方等です。 

東北厚生局では制度の適切な運営のため、県、後期高齢者医療広域連合及び市町村並びに

国民健康保険団体連合会における後期高齢者医療制度の業務の指導を行っています。（「東北

厚生局所管後期高齢者医療広域連合一覧」は参考資料６(２)参照） 

 

（２）実績 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

技術的助言・指導監督 6 広域連合 6 広域連合 6 広域連合 6 広域連合 6 広域連合 

 

 

 

（１） 概要 

社会保険診療報酬支払基金は、健康保険などの被用者保険にかかる診療報酬の審査支払機

関（国民健康保険では、国民健康保険団体連合会）です。 

支払基金は、医療機関から請求された診療報酬（診療内容）が適正であるかどうかを審査

した上で、保険者（健康保険組合や共済組合等）に請求します。 

保険者は、事業主と被保険者から納められた保険料により支払基金に診療報酬を払い込み、

支払基金は、この診療報酬を毎月一定の期日までに医療機関に支払います。 

このように、医療費は、医療機関、保険者が個別にそれぞれの請求･支払を行うのではな

く、支払基金という公的な機関を通して適正に審査され支払われています。 

東北厚生局では、社会保険診療報酬支払基金の東北６県支部の行う業務（高齢者医療制度

関係業務及び介護保険関係業務を除く）について、適正かつ効率的な運営を確保することを

目的として、監督を行っています。（「東北厚生局所管社会保険診療報酬支払基金一覧」は参

考資料６(３)参照） 

 

 

 

 

４ 後期高齢者医療制度に係る技術的助言・指導監督 

５ 社会保険診療報酬支払基金支部の監督 
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（２）実績 

  平成 29年度 平成 30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

監督 
2 支部 

（秋田、山形） 

1 支部 

（岩手） 

2 支部 

（宮城、福島） 

2 支部 

（青森、秋田） 

2 支部 

（岩手、山形） 
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ⅩⅠ 医療課 

 
 
 
 
 
 
 
 
 １ 

 
（１）概要 

指導監査課及び各県事務所が行う指導・監査等の業務について、進捗状況の把握及び業務支 

援を行っています。 

 

（２）各県事務所等 

指導監査課、青森事務所、岩手事務所、秋田事務所、山形事務所、福島事務所 

 
 

 

（１）業務の概要 

承認を受けた特定機能病院又は臨床研究中核病院が、法令に定められている人員及び構造設

備等を有し、適切な管理が行われているかを、医療監視員が医療法第25条第３項の規定に基づ

き、原則として１年に一度、書面調査や現場確認などの立入検査を行っています。 

 

特定機能病院とは 

高度の医療の提供能力と高度の医療技術の開発及び評価を行う能力を持ち、高度の医療に

関する研修を行うなど、様々な機能を併せ持ち、厚生労働大臣の承認を受けた病院です。 

東北厚生局管内では、令和４年３月31日現在、６病院が承認を受けています。 

 

 臨床研究中核病院とは 

日本発の革新的医薬品・医療機器の開発などに必要となる質の高い臨床研究を推進するた

め、国際水準の臨床研究や医師主導治験の中心的役割を担う、厚生労働大臣の承認を受けた

病院です。 

東北厚生局管内では、令和４年３月31日現在、１病院が承認を受けています。 

 

主な立入検査項目 

① 特定機能病院 

・医療に係る安全管理のための指針 

・医療に係る安全管理のための委員会 

・当該病院における事故報告等の医療に係る安全の確保を目的とした改善のための方策 

医療課は、指導監査課（宮城県）及び各県事務所が行う保険医療機関・保険薬局並びに

保険医・保険薬剤師や指定訪問看護事業者及びその他医療保険事業の療養担当者に対する

指導・監査等業務に関する指導及び監督を行っています。 

また、医療監視員として、特定機能病院及び臨床研究中核病院に対する立入検査など

に関する業務を行っています。 

１ 各県事務所等が行う保険医療機関等に対する指導等の業務に関する事務の指

導及び監督 

２ 医療監視員による立入検査 
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・医療に係る安全管理のための研修 

・専任の医療に係る安全管理を行う者の配置 

・医療に係る安全管理を行う部門 

・患者からの相談に適切に応じる体制の確保 

・院内感染対策のための体制 

・医薬品に係る安全管理のための体制 

・医療機器に係る安全管理のための体制 

・血液製剤・輸血に係る管理体制 

・職員健康診断 

・その他の問題点 等 

② 臨床研究中核病院 

・特定臨床研究を適正に実施するための体制 

・病院管理者の業務執行の状況を監査するための委員会 

・不適正事案等（疑い事案等）の対応状況 

・特定臨床研究を支援する体制 

・特定臨床研究を実施するに当たり統計的な解析等に用いるデータの管理を行う体制 

・認定臨床研究審査委員会における特定臨床研究の審査体制 

・特定臨床研究に係る金銭その他の利益の収受及びその管理の方法に関する審査体制 

・特定臨床研究に係る知的財産の適切な管理及び技術の移転の推進のための体制 

・特定臨床研究の対象者等からの相談に応じるための体制 

・特定臨床研究に係るに安全管理体制 

・人員配置 

・施設の構造設備 

・診療及び臨床研究並びに病院の管理及び運営に関する諸記録の管理 

・特定臨床研究に関する諸記録 

・特定臨床研究に関する計画の立案及び実施の実績 

・他の病院又は診療所と共同して特定臨床研究を実施する場合にあっては、特定臨床研究

の実施の主導的な役割を果たした実績 

・他の病院又は診療所に対し、特定臨床研究の実施に関する相談に応じ、必要な情報の提

供、助言その他の援助を行った実績 

・特定臨床研究に関する研修の実施 等 

 

（２）実績 

管内の特定機能病院（６機関）及び臨床研究中核病院（１機関）に対して、原則として１年

に１度行っています。なお、令和３年度については、新型コロナウィルス感染症の感染状況等

を鑑み、書面での実施としました。 

※参考資料７「特定機能病院及び臨床研究中核病院立入検査一覧」参照 
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ⅩⅡ 調査課 

 

 

 

 

 

（１）概要 

   国の行政機関が保有する情報の公開（開示）請求手続きを定めた「行政機関の保有する情報

の公開に関する法律」（情報公開法）等に基づき、開示請求（指導部門）に係る文書特定等の業

務を行っています。 

 

（２）開示請求（指導部門）件数 

 

 

 

 

 

 

（１）概要 

   指導部門の行う業務について、提訴された場合に、法務局と連携をとりながら訴訟業務を 

行います。 

 

（２）訴訟（指導部門）対応件数 

 

 

 

 

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

開示請求件数  279   264   203   202  

  平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

訴訟対応件数 0  0  0  0  

調査課は、保険医療機関等に関する情報の管理や指導部門における情報公開請求及び訴

訟に関する業務を行っています。 

１ 行政文書（指導部門）開示請求関係業務 

２ 訴訟関係業務 
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ⅩⅢ 指導監査課・各県事務所 

 
 
 
 
 

名 称 所在地 管轄区域 
青森事務所 青森市 青森県 
岩手事務所 盛岡市 岩手県 
指導監査課 仙台市 宮城県 
秋田事務所 秋田市 秋田県 
山形事務所 山形市 山形県 
福島事務所 福島市 福島県 

 

 

 

 

（１）概要 

   公的医療保険の療養の給付を行うためには、医療機関や薬局は厚生労働大臣の指定を、

医師や薬剤師は厚生労働大臣の登録を受ける必要があります。 

指導監査課及び各県事務所では、各種申請・届出を受け付けるとともに、健康保険事業の

健全な運営の確保を図るため、下記のとおり指導等を行っています。 

  ① 保険医療機関及び保険薬局並びに保険医及び保険薬剤師に対する指導・監査。 

  ② 厚生労働大臣の定める施設基準（基本診療料及び特掲診療料）等に係る保険医療機関

等からの届出について、審査、受理及び受理後の調査等の業務。 

③ 保険医療機関等の指定申請、関係事項変更、保険医等の登録申請、異動等の届出に関

する業務。 

 

（２）実績 

  ① 保険医療機関等の指導・監査状況                        

（【保険医療機関等の指導・監査実施状況】は参考資料８（１）参照） 

② 保険医療機関等及び保険医等数 

    （【保険医療機関等情報】は参考資料８（１）参照） 

 

 

 

 

 

指導監査課及び各県事務所は、保険医療機関等に対する指導・監査等の業務等を行いま

す。 

指導監査課は東北厚生局の所在する宮城県を、県事務所は東北厚生局管内の宮城県以外の

各県を管轄しています。 

１ 保険医療機関、保険薬局、保険医、保険薬剤師、指定訪問看護事業者その他

医療保険事業の療養担当者に対する監督 
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（１）概要 

柔道整復師、はり師、きゅう師、あん摩マッサージ指圧師の施術に係る療養費についての

指導・監査を行っています。 

    

（２）実績 

柔道整復師及びはり師、きゅう師、あん摩マッサージ指圧師の指導・監査状況 

（【柔道整復師及びあはき師の指導・監査実施状況】は参考資料８（１）参照） 

 

 

 

（１）概要 

東北地方社会保険医療協議会（Ⅱ 企画調整課 参照）は、保険医療機関及び保険薬局の

指定について審議するため、各県に部会を設置しており、その庶務は各県事務所（宮城県は

指導監査課）が行っています。 

 

（３）実績 

   各県で毎月１回、部会を開催しています。 

２ 健康保険事業、船員保険事業、国民健康保険事業及び後期高齢者医療制度に係

る療養に関する監督 

３ 地方社会保険医療協議会に置かれる部会の庶務 

-83-



ⅩⅣ 社会保険審査官室 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 29 年度） 

各法 相談対応件数 審査請求件数 決定件数 

健康保険法 64 21(  2) 17 

厚生年金保険法 202 189( 42) 143 

国民年金法 249 321( 20) 233 

合計 515 531( 64) 393 
     
 

（平成 30 年度） 

各法 相談対応件数 審査請求件数 決定件数 

健康保険法 40 30(  4) 25 

厚生年金保険法 142 202( 46) 149 

国民年金法 226 391( 88) 307 

合計 408 623(138) 481 
 
 

（令和元年度） 

各法 相談対応件数 審査請求件数 決定件数 

健康保険法 24 28(  5) 26 

厚生年金保険法 37 202( 53) 154 

国民年金法 93 306( 84) 252 

合計 154 536(142) 432 
 
 

（令和２年度） 

各法 相談対応件数 審査請求件数 決定件数 

健康保険法 8 14(  2) 13 

厚生年金保険法 16 138( 48) 108 

国民年金法 46 155( 54) 123 

合計 70 307(104) 244 
 
 

１ 審査請求取扱状況（平成 29 年度～令和３年度） 

社会保険審査官室は、健康保険法、厚生年金保険法、国民年金法等に基づき、厚生労

働大臣、日本年金機構、全国健康保険協会等が行った被保険者の資格、標準報酬又は年

金・保険給付等の処分に対する審査請求に関する事務を行っています。 

審査請求は、被保険者や被保険者であった方等が、保険者に対して行った申請や請求

について、保険者が現行の法律等に基づいた正当な決定（処分）を行っていないと思わ

れるときに、その確認を社会保険審査官に対し行うものです。 
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（令和３年度） 

各法 相談対応件数 審査請求件数 決定件数 

健康保険法 7 8(  1) 8 

厚生年金保険法 14 113( 30) 91 

国民年金法 40 134( 32) 108 

合計 61 255( 63) 207 
     

※ 審査請求件数欄の（  ）内は、前年度からの繰越件数分を再掲。 

※ 相談対応件数は、令和元年度より審査請求の事前相談のみの件数とした。 

 

（各法ごとの推移） 
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（参考）審査請求の流れ 

（１）被処分者からの照会・相談の対応、審査請求の受付 

（２）審査請求事案に関する審理 

① 要件審理等 

ア 要件審理 

イ 補正、疎明 

ウ 要件審理のための処分（必要に応じ原処分者から文書の提出を求めること等） 

エ 受理又は却下の決定（受理の場合、原処分者へ通知を行う） 

② 本案審理 

   ア 審理のための処分 

     必要に応じ、次の処分を行う 

     ・請求人、参考人の審問等（必要に応じ調書を作成） 

     ・文書その他の物件の所有者等に対し、当該物件の提出を求める 

     ・鑑定人に鑑定させる 

     ・立入検査（関係人への質問、帳簿・書類等の物件の検査） 

   イ その他必要に応じ、職権審理、実地調査、労働基準監督署との連絡 

（３）決定 

① 決定書の作成 

② 決定書の送達 

 

0

100

200

300

400
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ⅩⅤ 麻薬取締部 

 
 

 

 

 

（１）主な業務 

① 薬物犯罪の捜査 

② 薬物の鑑定や研究 

③ 正規流通麻薬等の監督 

④ 薬物乱用防止啓発活動 

⑤ 再乱用防止対策 

（２）所管法律 

① 麻薬及び向精神薬取締法 

② 大麻取締法 

③ あへん法 

④ 覚醒剤取締法 

⑤ 国際的な協力の下に規制薬物に係る不正行為を助長する行為等の防止を図るための麻

薬及び向精神薬取締法等の特例等に関する法律（「麻薬特例法」） 

⑥ 医薬品、医療機器等の品質、有効性及び安全性の確保に関する法律 

 

 

 

（１）東北管内における薬物犯罪の動向 

令和３年の東北管内における全薬物事犯の検挙人員は 430 名（前年比▲24 名）で、全国の

検挙人員 14,408 名の約３％を占めています。東北の管内人口は全国人口の約７％なので、東

北は比較的薬物汚染度の低い地域と言えます。（グラフ１）参照 

    管内で最も検挙者が多いのは覚醒剤事犯であり、令和３年の検挙人員は 267 名で管内の全

薬物事犯の約 62％を占めています。県別の検挙人員は多い順に、宮城県 96 名、福島県 85 名、

青森県 48名、岩手県 22名、山形県 11 名、秋田県５名です。（グラフ２）参照 

令和３年の全国の大麻事犯検挙人員は過去最多の 5,783 名（前年比＋523 名増）に達しま

した。このうち 68％以上が 10 代及び 20代の若者であり、大麻乱用の低年齢化が認められま

す。東北管内における令和３年の大麻事犯検挙人員は 142 名（前年比▲３名）と昨年より僅

かに減少しましたが、依然として高水準で推移しており予断を許さない状況です。県別検挙

人員は多い順に、宮城県 44 名、青森 31 名、山形 25 名、福島県 24 名、岩手県と秋田県が各

９名です。（グラフ３）参照 

店舗型の危険ドラッグ販売業者については全国的に根絶されているものの、インターネッ

トやＳＮＳを利用した密売は未だ続いています。 

１ 業務の概要 

麻薬取締部は、国民が安心して生活できるように、薬物の不正流通や薬物乱用による保健

衛生上の危害の防止を図るため、取締りと行政の両面から業務に取り組んでいます。 

２ 管内薬物犯罪の状況と対策 
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（グラフ１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グラフ２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（グラフ３） 
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（２）東北管内における活動 

① 不正薬物の取締り 

ア 密輸犯罪の摘発 

麻薬取締部では、警察、税関等の各捜査機関と情報共有を図り、大規模かつ広域的な

薬物密輸組織等の摘発を継続的に進めています。 

令和３年３月、英国来の郵便物から麻薬ＭＤＭＡ約 64g が発見され、横浜税関及び宮

城県警察と合同で捜査を行い、宮城県在住の密輸関係者２名を検挙しました。 

また、同年４月、米国来の輸入貨物から液状大麻約 1.3kg が発見され、函館税関と合

同捜査を行い、宮城県在住の密輸関係者２名を検挙しました。 

近年、薬物密輸事案は増加の一途を辿っており、麻薬取締部では関係機関と連絡を密

に取りつつ、取締りを強化しています。 

イ 組織犯罪の摘発 

  麻薬取締部が検挙した末端乱用者や密売人に対する徹底した突き上げ捜査により、薬

物の供給元が指定暴力団住吉会系組織であることを把握しました。令和３年 11 月、捜

査が競合した宮城県警察と合同捜査を実施して住吉会系暴力団幹部を検挙するととも

に、覚醒剤及び大麻を押収しました。 

② 危険ドラッグ（指定薬物）の現状 

かつて東北管内に存在した店舗型の危険ドラッグ販売業者は、徹底的な取締によって全

て廃業しました。海外からの危険ドラッグ流入については、税関等と連携した水際対策に

よって阻止に努めています。 

③ 医療事犯 

令和 2 年度に秋田県で発生した医師による麻薬無免許施用事案を同県薬務課 

所属の麻薬取締員と合同で捜査を行いました。 

 

 
 

東北厚生局麻薬取締部では、公平・中立な立場を維持し、最新の分析機器を駆使して迅速で

精度の高い鑑定試験を行うために、捜査とは独立した鑑定官を配置しています。 

令和３年の鑑定件数は 36 件、検体数は 1,160 件であり、麻薬取締部のみではなく、管内各

県警察からの鑑定嘱託にも対応しています。 

また、近年、増加している様々な形態の大麻製品に対応するため、新たな形態の大麻の分析

法等に関する研究に取り組んでいます。 

 
 

 
東北厚生局麻薬取締部は、北海道厚生局麻薬取締部と合同で、「北海道・東北地区麻薬取締

協議会」を毎年開催しています。この会議は、中央省庁（法務省、財務省、厚生労働省、警察

庁、海上保安庁）からの担当職員の出席を得るとともに、管内の高等検察庁、地方検察庁、管

区警察局、警察本部、税関、海上保安本部、入国管理局、北海道及び東北 6 県の薬務主管課、

更には米国司法省麻薬取締局（DEA）、在日米空軍特別捜査局（AFOSI）、在日米海軍犯罪捜査

４ 関係機関との協力 

３ 鑑定 
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局（NCIS）といった関係取締機関が一堂に会して、相互の協力関係を構築・強化することを目

的として、取締上の問題点やその対策等について協議しています。 

令和３年度は、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえて、書面による開催となりました

が、取締機関職員と国内外における薬物情勢を情報共有しました。 

 
 
 

（１）許認可業務 

麻薬等関係法令の目的・趣旨は、 

・ 麻薬、大麻及び覚醒剤等の規制薬物の取扱いを一切禁止し、不正行為を徹底して取締り、

その乱用による保健衛生上の危害防止を図る 

・ その一方で、規制薬物の有用性を最大限活用するため、医療、学術研究、産業に限定し

て「禁止の解除」を行い、流通経路を監視して不正流通の防止を図ることです。 

麻薬取締部は、厚生労働大臣から地方厚生局長に権限を委任された許認可関係 
の事務などについて、申請の受付、調査、審査を行い免許証・許可書等を発給しています。 

    
令和 3 年度の主な許認可件数 

免許関係 47 件 

許可関係 49 件 

届出関係 50 件 

 
（２）指導・監督 

厚生労働大臣から免許を受けた管内の麻薬取扱業者等に対する立入検査のほか、管内各県

薬務主管課や保健所と合同で知事から免許を受けた麻薬診療施設（病院、医院等）、麻薬研

究施設及び麻薬小売業者（薬局）に対する立入検査も実施し、不正流通がないよう指導・監

督を行っています。 

 
 
 

小学校から大学まで幅広く講師として麻薬取締官を派遣し、薬物乱用防止教室を通して、規

制薬物に対する正しい知識の普及を行っているほか、「薬物乱用防止指導員講習会」において

講演し、地域の薬物乱用防止教室の講師を養成しています。また、「麻薬・覚醒剤・大麻乱用

防止運動地区大会」などイベントや街頭でも啓発パンフレットやリーフレットを配布して広報

活動をしています。 

 

令和３年度講師派遣実績 

講師派遣回数 ９回 

講演対象者 594 名（うち、指導員・生徒 450 名） 

 

５ 行政指導・監督 

６ 薬物乱用防止啓発活動 
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（１）相談電話 

  昭和 61 年 10 月１日から全国の麻薬取締部に「麻薬・覚醒剤相談電話」を設置し、薬物問

題に悩む薬物乱用者自身やその家族、知人などに対して広く相談の機会を設け、必要に応じ

て面談や助言を行っています。相談電話は匿名でも受け付けます。 

  「麻薬・覚醒剤相談電話」の番号は、 

０２２－２２７－５７００
ふつーな（ら）こな なしなし

 

と語呂合わせにより覚えやすい番号となっています。 

内容によっては、保健衛生上の危害を防止するため、迅速に捜査へ移行することもありま

す。 

 

相談受理件数 

令和元年 44 件 

令和２年 41 件 

令和３年 33 件 

 

（２) 再乱用防止対策 

薬物の乱用をやめようと決意した者に対する支援の一環として、面談やワークブックを

用いた薬物乱用防止プログラムを実施しています。また、薬物依存症を治療する医療機関や

自助グループなどと連携して再乱用防止を支援する試みも行っています。 

 

（３）薬物中毒対策連絡会議及び講習会 

東北厚生局麻薬取締部は、北海道厚生局麻薬取締部と合同で「北海道・東北地区薬物中毒対

策連絡会議」を毎年開催しています。この会議は、薬物依存症者の治療に携わる医療機関、取

締機関、矯正保護施設等の関係機関が、地域における再乱用防止対策等について連携強化を図

ることを目的として、協議・意見交換を行っています。令和３年度は、新型コロナウイルス感

染症の影響を踏まえて、書面による開催となりましたが、関係機関職員と薬物依存症対策につ

いて情報共有しました。 

また、平成 20 年度から同会議の開催に併せて、「再乱用防止対策講習会」を開催していま

す。この講習会は、薬物依存症治療・研究の専門家などによる講義形式のもので、薬物問題に

係る相談担当者のほか一般にも公開して、地域全体で再乱用防止に対する意識と知識の向上を

図っています。 

 
 

 
我が国で乱用される薬物のほとんどは、海外からの不正ルートにより供給されています。し

かし、大麻やけしは植物であり、栽培することによって国内で供給することが可能となるため、

７ 再乱用防止対策 

８ 不正大麻・けし対策 
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これらの植物の栽培については、次のような規制を設けています。 

（１） 大麻 

大麻取締法において、都道府県知事の免許を受けた「大麻取扱者」以外の者の栽培を禁

止しています。 

（２） ソムニフェルム種及びセティゲルム種のけし 

あへん法において、厚生労働大臣の許可を受けた「けし栽培者」以外の者の栽培を禁止

しています。 

（３） ハカマオニゲシ、コカ及びサイロシビン又はサイロシンを含有するキノコ 

麻薬及び向精神薬取締法において、「麻薬原料植物」として規制し、都道府県知事の免

許を受けた「麻薬研究者」が研究のため、厚生労働大臣の許可を受けて栽培する以外は禁

止しています。 

これらの植物の栽培に係る規定に違反すれば、麻薬などの違法薬物の密輸入、密造と同

様に供給行為として厳しい罰則が科されます。 

麻薬取締部では、不正栽培事犯について厳格な取締りを行う一方、違法な大麻・けしを

管内地域から排除するため、栽培が違法な植物のパンフレットを配布して啓発するととも

に、管内各県職員や保健所の職員などと協力して、自生する大麻やけしの除去を行ってい

ます（不正大麻・けし撲滅運動期間 5 月 1 日～6月 30 日）。 

 

 令和３年度除去実績 

大  麻 約 63,000 株 

け  し 約 24,000 株 
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